
自治体経営編

第Ⅲ編
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具体的施策 基本事業 事業 計画事業・主要事業
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浦安型行政経営システムの構築
自治の基本原則のあり方の検討（浦安市自治基
本条例等）
第 3 次行政改革推進計画策定事業

賢人会議
アンテナ職員制度の充実

京葉広域行政連絡協議会
 

❶行政経営システムの構築

❷トップマネジメントの
	 充実・強化	

❶危機管理対応能力の向上

❶関係行政団体との連携

1）
自治の基本原則と
協働の体制を
明確にする

1
自治体経営体制を
確立する 

第 1 次実施計画部分基本計画部分

第 2 期基本計画施策体系

自治体経営編

市民参加推進基本計画の策定
市民参加推進会議の機能充実

協働事業を推進するための体制づくり
アウトソーシングの基本方針策定
協働事業モデル提案制度の創設
公民協働化テスト導入事業の創設		
	

❶協働のガイドラインの策定

❷市民活動団体等からの協働事業
提案の仕組みづくり

1）
協働事業を
推進する2

市民と行政の
協働を進める

2）
自立した地域コミュニ
ティづくりを進める

2）
危機管理体制を
充実する

3）
広域自治体連携を
強化する

インターネットを活用した市民意識調査事業
市民ニーズ分析システム構築事業

公式ホームページリニューアル事業
こども版広報うらやすの発行
財政情報提供事業の充実・改善			

行政評価システムの確立

❶広聴機能の充実強化

❷わかりやすい市政情報の提供

❶行政評価システムの確立

1）
広聴広報機能の
充実を図る

3
市民ニーズに
対応した
行政経営を進める

2）
行政評価システム
を確立する

管理会計手法の導入検討
「長期財政の見通し」の策定

経常的経費の抑制（普通会計）			 

新たな業務改革手法の検討
公共工事コスト適正化検討委員会の設置
施設維持管理費の抑制
PFI の活用による公共事業コストの縮減

未利用地の活用
公金の運用

市税等の徴収率の向上

使用料・手数料等の見直し

広告事業やネーミングライツの導入についての検討
住民公募債の発行

任意外部評価等の検討・導入

財務情報提供事業の充実・改善
財政指標等の見通しの公表

❶予算編成の新たな工夫

❷効率的な予算編成の確立

❸行政コストの適正化

❹市有財産の活用

❶市税などの徴収率の向上

❷受益者負担の適正化

❸新たな財源の確保

❶任意の外部による評価の検討

❶わかりやすい財務情報の提供

1）
財政の健全化に
取り組む4

健全な財政運営を
進める

2）
安定した財源確保
に取り組む

3）
外部の視点による評価を
活用して財政を運営する

4）
わかりやすい財務
情報を提供する



具体的施策 基本事業 事業 計画事業・主要事業
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職員採用計画の策定
人財の確保

職員研修
マルチ職員の育成
スペシャリストの育成
人事交流の推進
適材適所の配置推進

プロジェクト・チームの活用
課題解決型組織の構築
庁内分権（権限移譲）の推進

ワークライフバランスの実現
健康管理体制の充実
適切な福利厚生制度へ向けた見直し 

目標による管理を活用した業績評価
人事評価制度の見直し
昇任試験制度の導入
職員提案制度の推進

❶多様な人財の確保

❷職員を「人財」と位置づけた様々
な取り組み

❶機動的かつフレキシブルな
	 組織体制の確立

❷いきいきと働ける職場づくり

❶やる気を高める仕組みを
	 つくる

1）
財産となる人財を
育てる5

職員力・組織力を
強化する 

第 1 次実施計画部分基本計画部分

第 2 期基本計画施策体系

自治体経営編

2）
活力を生み出す職
場づくりを進める

3）
やる気を高める
仕組みをつくる

電子申請等推進事業

健康メールマガジン事業【再掲】
バーチャル美術館開発事業【再掲】
まちづくり情報提供事業【再掲】		
	
災害対策通信システム維持管理事業（テロップ）
公共空間犯罪対策事業【再掲】

インターネットを活用した市民意識調査事業
【再掲】
市民ニーズ分析システム構築事業【再掲】
公式ホームページリニューアル事業【再掲】
行政評価システムの確立【再掲】

生涯学習支援システム（ｅ−ラーニング）構築
事業【再掲】
生涯学習情報提供システム構築事業【再掲】
シニア世代地域活動モデル事業【再掲】
					   
情報システムサーバ機器管理事業

統合型地理情報システム推進事業

電子入札システムの推進

図書館電算システム更新事業【再掲】
図書館資料管理システム導入事業【再掲】

情報セキュリティ対策事業

❶電子申請の推進

❷暮らしをいろどる情報の提供

❸災害情報の提供と防犯対策の
充実

❶市民ニーズの把握と充実した
市政情報の提供

❷市民の学習機会や活動機会の
充実

❶サーバの安定稼動と効率的な管
理の検討

❷統合型地理情報システム（統
合型 GIS）の推進

❸電子入札の推進

❹図書館電算システムの充実

❶情報セキュリティ対策の推進

1）
快適な市民生活を
支援する6

新たな情報環境を
整備する

2）
協働の環境づくり
を支援する

3）
行政の簡素化と
効率化を進める

4）
情報セキュリティ
対策を強化する
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現状と課題

1
具体的施策

自治体経営体制を確立する

　平成 12年４月の地方分権一括法の施行により本格化した地方分権の流れは、今後、ますます加速す

ることが予想されます。国の包括的指揮監督に従う地方自治体から、基礎自治体として市の権限が拡大

する一方、自主性や自律性が一層求められる時代となり、自己決定・自己責任の原則、補完性の原則の

もと、市民自らが地域のことを考え、自らの手で地域を治める新しい自治体像に向かって取り組んでい

くことが不可欠な状況にあります。

　また、約 40年に及んだ新しいまちを建設する時代も新町地域の一部を残すのみとなり終息を迎えつ

つあります。このことは、これまで右肩上がりで成長を続けてきた地域社会が成熟化の時代に入ってき

たともいえます。そして、都市開発の終息とともに、人口のピークも見えつつあり、今後は少子高齢化

も急速に進むことが予想され、財政面でもこれまでのような右肩上がりの基調は転換期を迎えることが

予想されます。

　浦安市では、平成 14年に浦安市行政改革大綱を策定し、「経営感覚に富んだ行政運営」「職員の意識

改革」「市民と行政の協働」の 3つの視点から、「事業の見直し」「人材育成の推進」「職員数と給与の

適正化」「組織・機構の見直し」「情報化の推進」「協働に向けた環境づくり」の 6つの重点事項を定め、

この重点事項を確実に推進していくため、これまでに２次に及ぶ行政改革推進計画を策定し、任期付き

採用制度や再任用制度の活用など職員採用の見直しや課内スタッフ制の導入などの組織運営や指定管理

者制度、PEI の導入などに取り組んできました。しかし、これからは、従来のコスト削減や人事・組織

機構の簡素化などの行政改革の視点に加え、住民自治のシステムと市民の意志と責任に基づく自治体運

営の仕組みづくりが必要となっています。

　また、地域力、市民力を結集し、より豊かな地域社会を形成していくうえで、リスク管理は行政が担

う最も基本的な責務です。

　本市では、これまでも地震や台風などの自然災害や大規模事故から、市民の生命や身体、財産を守る

ため、災害対策に取り組んできましたが、近年では国民保護法への対応、さらには感染症（SARS、高

病原性鳥インフルエンザ）など、従来からは想定し得なかった新たな危機への対応が求められています。

　また、こうした新たな危機への対応を含めた行政区域を越えた課題が、多様化、高度化してきた都市

活動の広がりとともに発生しています。このため、広域的な視点に立って近隣市と協力し、多面的な連

携を図る必要があります。
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　第２期基本計画で掲げた目標達成や時代潮流の変化に的確に対応した行政経営と経営の質の向上を図

るため、自治体経営の基本原則を明らかにするとともに、市民協働の枠組みや行政経営の基礎的な要件

を整理し、市民志向の行政経営を基本としたトップマネジメントのあり方や効率的で効果的な事業マネ

ジメントの推進、それを支えるための人事・組織マネジメントのあり方、施策評価システムの導入など

トータルな行政経営システムを構築し、行政経営の品質向上に取り組みます。

　また、本格的な地方分権時代を迎え、基礎自治体として自己決定と自己責任の原則のもと、地域の課

題を解決し、先進的な政策の展開を図るとともに、その実効性を確保するため、政策法務の充実に取り

組みます。

課題解決のための取り組みの方向

総合条例の検討・制定　　　  　　　
・�地方分権の改革に沿って、自治体（浦安市）の基本理念・基本原則を明文化し、都市（浦安市）経営に関す

る基本的な事項を網羅するとともに、住民の権利と役割・責務、議会と行政の役割・責務を明らかにし、総
合条例として定める。そのための、「自治基本条例素案策定委員会」を立ち上げ、十分な準備、検討を行い、
5 年以内の制定をめざす。

民意を反映した公共の都市経営計画としての総合計画
・�総合計画（基本構想－基本計画－実施計画）を民意を反映した浦安市の公共の都市経営計画として明確に位

置づける。具体的な都市経営目標を市民と議会・行政が共有でき、行政サイクル等にあわせて修正可能な経
営計画として、位置づけや体系づける。

行財政運営における基本原則の明文化
・�市民が描く都市像（住みがいのあるまち）の実現を図るため、行財政運営における基本原則を明文化する。また、

その業務基準を定め、行政評価の判断基準として機能させる。
・�基本原則の明文化は、市民が求める“都市像”の実現を、市民が“実感できる”ものにするための制度であり、

市民と行政の良好なパートナーシップをつくる仕組みでもある。

浦安の都市経営体制を確立する

市民会議提言書より抜粋

　本市では台風や地震などの自然災害の対策に取り組んできましたが、近年はライフラインや広域的な

公共交通機関の緊急停止に伴う市民生活の混乱、国民保護法への対応さらには感染症（SARS、高病原

性鳥インフルエンザ）など新たな危機への対応が求められています。

　市民の生活圏の拡大や環境、福祉、防災など、単独の自治体だけでは対応できない新たな行政課題と

複雑・多様化する市民ニーズに的確に対応するため、国や県の責務の範囲を明確にしつつ、適切な調整

を図るとともに、近隣市との広域的な連携を一層強化し、広域的な課題に取り組みます。

自治の基本原則と協働の体制を明確にする1）

危機管理体制を充実する2）

広域自治体連携を強化する3）
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■ 計画事業

①行政経営システムの構築 

　自治体経営のあるべき姿や行政経営システムを構築していくため、トップマネジメントのあり方や組

織・人事、行政評価など具体的要素を整理してマネジメント・サイクルを構築します。

　浦安型行政経営システムの構築とあわせて、事業執行部局の自律性と意思決定の迅速化を図るため、

予算執行権や人事配置の権限などについて庁内分権に取り組みます。

　また、第 2次行政改革推進計画（改訂版）が平成 21年度で終了することから、新たな行政改革推進

計画を策定し、引き続き行政改革に取り組みます。

　協働のまちづくりの推進など、市民と行政とのより良い信頼関係を築き、本市における自治体経営の

運営ルールや自治体経営の規範を示す自治の基本原則のあり方について、調査・研究に取り組みます。

61111 浦安型行政経営システムの構築　 プロジェクト8 企画政策課

事業内容
本市の自治体経営の現況や課題を整理し、市民志向を基調としながら目的や目標設定による成果志向の行財政経
営を行うとともに、一貫性のある継続的な改善に取り組む仕組みを構築し運用していきます。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

検討会の設置 一部運用実施 一部運用実施 実施

61112 自治の基本原則のあり方の検討（浦安市自治基本条例等）　 プロジェクト8 企画政策課

事業内容
本格的な地方分権時代を迎え、協働のまちづくりの推進など本市の自治体経営の規範となる仕組みづくりについ
て、調査・研究に取り組みます。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

調査・研究 調査・研究 調査・研究 検討調査報告
条例骨子案の公表

61113 第 3次行政改革推進計画策定事業　 プロジェクト8 総務課

事業内容
第 2 次行政改革推進計画（改訂版）が平成 21 年度で終了することから、行革の継続のため、新たな行政改革推
進計画を策定します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

検討 策定 進行管理 進行管理

第１次実施計画

自治の基本原則と協働の体制を明確にする1）
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②トップマネジメントの充実・強化

　トップマネジメントを支援するため、行政の発想にとどまらず、専門的知見や市政の方向性などにつ

いて有識者から助言をいただく機関として「賢人会議」を拡充します。

　また、アンテナ職員制度を充実し、先進性のある施策展開に取り組みます。

■ 計画事業

61121 賢人会議 企画政策課

事業内容 市政の方向性や新規施策を展開していくため、賢人会議を拡充します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

充実 推進 推進 推進

61122 アンテナ職員制度の充実 企画政策課

事業内容
先進的あるいはユニークな取り組みをしている国内外の自治体、民間企業、各種団体などから、本市に有益な情
報を収集・研究活用することで、日々変化する市民ニーズや社会経済情勢に対応した事業を実現します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

充実 推進 推進 推進

①危機管理対応能力の向上

　職員の危機管理意識を高揚させるとともに、非常時の際の指揮命令や連絡調整機能を強化することに

より危機管理対応能力の向上に取り組みます。

①関係行政団体との連携

　船橋市、市川市、浦安市の 3市で構成する京葉広域行政連絡協議会において、三番瀬の保全、再生

や県営水道にかかわる事項、羽田空港の再拡張にかかわる騒音対策など各市共通の行政課題について連

携を取りながら、課題解決に向けて引き続き取り組みます。

■ 主要事業

事務事業名 京葉広域行政連絡協議会 企画政策課

事業内容
船橋市、市川市、浦安市の 3 市で構成する京葉広域行政連絡協議会において、3 市共通の行政課題などについて
協議します。

危機管理体制を充実する2）

広域自治体連携を強化する3）
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現状と課題

2
具体的施策

市民と行政の協働を進める

　これからのまちづくりは、他市よりも10～20年遅れてやってくる高齢社会など様々な課題のなかで、

限りある財源の有効活用と、豊かな市民の知恵やマンパワーを活かした多様な市民活動が不可欠であり、

市民活動と市の行政活動が互いに役割を分担し、互いの責務を果たしながら相互の強みを活かした「協

働」による取り組みが求められています。

　また、今後行政だけでは対応しきれない多様な公共サービスへのニーズや、市民が独自に提起する新

たな社会的課題に対して、市民と市との協働の領域と機会の拡大が必要となります。

　市においても、職員が市民の果たす役割への理解を深め、市民との協働への意識の高揚を図り、市民

と行政との協働へ向けた庁内横断的な体制づくりが必要です。

　地域においても、地震防災や防犯、健康づくり、福祉など住民の身近な課題に対して、自治会を中心

に課題解決に向けた地域住民が主体的に取り組む活動も昨今見られるようになり、地域主体のまちづく

りを一層進めていくための環境整備も求められています。

　そのためには、これまでの自治会活動を尊重しつつ、子ども会や PTA、住宅管理組合、老人クラブ、

社会福祉協議会など地域の様々な団体間の交流を図りながら連携・協力して、地域の住民一人ひとりと

団体が主体的に地域のまちづくりに参加し、貢献実感できるような地域協働の仕組みを築く必要があり

ます。
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　市民と行政の協働を推進するため、市民参加推進計画を改訂し、協働のあり方の検討、市民活動と地

域活動の促進と相互の連携強化に向けた支援の推進、さらには、これらを推進する庁内体制のあり方な

どを協働のガイドラインとして策定します。

　また、市が行っている事務事業を全般的に検証して、本来的に行政が取り組む事務と裁量的に実施し

ている業務を整理します。その後、市民と行政が協働で取り組むことが効果的な事務事業、既存の事務

事業について効率的で効果的な事務改善、先駆的な事業についての提案制度を創設します。

　さらに、市民活動の促進、市民との協働の推進に向け、市民活動団体などと市が継続的に協議できる

場を整備します。

課題解決のための取り組みの方向

　地域住民が実感できる一定のまとまりを持った生活圏を対象に、自治会活動を尊重しつつ、子ども会、

PTA、住宅管理組合、老人クラブや社会福祉協議会など地域の様々な主体が連携・協力して、地域の住

民一人ひとりと団体が主体的に地域の課題や地域の魅力を高めるようなまちづくりに参加し、管理・運

営していくことで貢献実感できるような地域協働の仕組みを築き、元気な地域づくりに取り組みます。

　また、地域の課題解決や地域価値を高める活動など地域主体のまちづくりを進めるための仕組みづく

りについて、検討組織を設置し地域活動団体の活動内容のデータベース化や地域協働のあり方や適正な

範囲などについて浦安市の特性を踏まえながら検討を行い、一部地域を対象にモデル地区を設置し、ま

ちづくり事業に取り組みます。

協働事業を推進する1）

自立した地域コミュニティづくりを進める2）
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【市民と行政との協働の考え方】

「市民参加」と「協働」
（市民参加推進条例の定義）

市民の自発的・主体的な活動

◆市民活動
→�よりよい社会をつくるための、市民

の自発的・主体的な活動の総称で、
以下の特徴を持つもの

（1）自主性・自立性に基づく活動　
（2）市民生活の向上や改善に結びつ

き、社会に貢献する活動　
（3）継続的な活動　
（4）営利を目的としない活動
（5）市民に対し常に活動内容が開か

れた活動

◆生涯学習（サークル）活動
→�主に個人やグループの研鑽のため行う

共益的な活動

○まちづくり活動
→�市民が自発的に住みよ

いまちづくりに向けて
ボランティア活動・Ｎ
ＰＯ活動、その他公益
的活動を行うこと

○行政への市民参加
→�市民が行政業務につい

て意見・提案すること
により、市政に市民意
志が反映されること

◆協働
→�市民と市が、共通の目

的 の 実 現 を め ざ し て、
それぞれの役割・責任
を自覚して、対等な立
場で協力しあい、相互
に補完し合うこと。

☆
地
域
活
動　

→
特
定
の
地
域
に
お
け
る
市
民
活
動
や
サ
ー
ク
ル
活
動

☆交流活動

→�様々な市民の自発
的・主体的な活動
の き っ か け と な
る、人と人とのコ
ミュニケーション
を通したお互いを
知り合う機会

・�交流の範囲の広が
り→近隣交流、地
域交流、都市間交
流、国際交流…

・�交流の活動テーマ
→文化・芸術活動
…

※�個々のサークル活動を発展させ、市民の文化意
識向上や健康増進、体力向上などの普及・促進
に寄与するような公益性のある活動を行う場合
は、市民活動といえる

○ボランティアとＮＰＯ
・�「市民が主体となって継続的、自発

的に社会貢献活動を行う、営利を目
的としない活動」という点では共通

・�「ボランティア」は個人でも行える
のに対し、「ＮＰＯ」は組織や団体
で活動する（目的達成のために運営
のルールを持ち、目的達成に向け組
織的、継続的に活動を行う）

・�ＮＰＯはボランティア活動から発展
するものが少なくない。
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■ 計画事業

①協働のガイドラインの策定

　市民参加推進条例に基づく市民参加推進会議を開催し、協働のあり方や協働事業の具体的な進め方と

その推進体制などを網羅した協働のガイドラインや協働事業提案制度の枠組みなどについて検討を行

い、市民参加推進基本計画として策定します。

　また、今後、協働を推進するにあたり、協働事業の提案、協議、執行、報告、評価までのプロセスを

公平、透明なものにしていくため、市民参加推進会議の機能充実を図ります。

62111 市民参加推進基本計画の策定　 プロジェクト8 広聴広報課／市民活動推進課

事業内容
市民参加推進計画の改訂や市民活動促進指針を見直し、協働のあり方や協働事業の具体的な進め方とその推進体
制を網羅した「協働のガイドライン」及び協働事業提案制度の枠組みなどについて検討を行い、計画を策定します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

検討 策定

62112 市民参加推進会議の機能充実 広聴広報課／市民活動推進課

事業内容 新たに協働の進め方などについて検討する市民参加推進会議の機能を充実します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

協働の進め方・あり方検
討

事業提案・プロセスの検
討

実施 実施

第１次実施計画

協働事業を推進する1）
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②市民活動団体等からの協働事業提案の仕組みづくり

　市民との協働に向けた職員の意識改革を進めるため、庁内向けの協働マニュアルを作成し、職員研修

を進めます。

　市の事務事業について公民の役割分担の観点から事業仕分けを行い、その作業を通じて市民活動と協

働で進めるべき事務事業を選出し、市から市民活動団体などに協働事業を呼びかけるモデル事業を創設

します。

　またあわせて、市民活動団体などから市の既存の事務事業について効率的で効果的な事務改善の提案

や行政課題の解決に向けた提案あるいは先駆的な事業提案ができる制度を創設します。

■ 計画事業

62121 協働事業を推進するための体制づくり　 プロジェクト8 広聴広報課／総務課／
人事課／市民活動推進課

事業内容 協働事業を推進するため、庁内向け協働マニュアルの作成や研修を行います。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

協働のガイドライン作成
マニュアル作成

研修 研修

62122 アウトソーシングの基本方針策定　 プロジェクト8 総務課

事業内容
市の事務事業について行政の担うもの、民間にゆだねる事務事業の仕分けを行い、行政の担う事務事業のうち外
部委託が可能な分野の業務については、市民団体などと協働の視点や民間団体への補完的業務委託としての視点
から整理を行うアウトソーシングの基本方針を策定します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

事業仕分け
基本方針策定

事業仕分け
事業ごとに適用検討

事業ごとに適用検討 事業ごとに適用検討

62123 協働事業モデル提案制度の創設　 プロジェクト8 広聴広報課／総務課／
市民活動推進課

事業内容
事業仕分け終了後、市の事務事業のうち協働で進めたほうが良いと思われる事務事業について市民活動団体など
から提案を募集します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

事務事業仕分け実施
事業選定

提案制度の枠組の検討 募集 実施

62124 公民協働化テスト導入事業の創設　 プロジェクト8 企画政策課／広聴広報課／
総務課／市民活動推進課

事業内容
市の既存の事務事業について効率的で効果的な事務改善の提案や行政課題の解決に向けた提案あるいは先駆的な
事業提案ができる制度を創設します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

アウトソーシングの検討・
事務事業仕分け

提案制度の枠組みの検討 募集 実施
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現状と課題

3
具体的施策

市民ニーズに対応した行政経営を進める

　質の高い自治体経営をめざすためには、行政の「計画（P）－実行（D）－評価（C）－改善（A）」

経営サイクルを確立し、これらの各段階で市民ニーズを的確に捉え施策に活かしていくことが重要です。

　現在、市政に対する市民の声を市長への手紙や市民意識調査などにより、市民ニーズや市政への意向

の把握に努めていますが、市民志向の行政経営を行っていくうえでは、収集した意見や要望を整理・分

析し全庁的に共有化する体制や施策立案への反映、さらには調査結果のわかりやすい公表など体系的な

管理システムを整備していくことが必要です。特に市民意識調査と行政評価との関係性を検証していく

ことが必要で、これは、広聴広報機能の充実・強化を図ることです。

　情報は、「いつ（迅速に）、何を（量・質）、どのように市民に知らせるか（手段）」が大切であり、効

率的かつ効果的な手段を用いて、市民に向け発信しなければなりません。

　浦安市では、紙媒体（広報うらやすや市民便利帳など）、電波媒体（CATV や FMうらやすなど）、電

子媒体（ホームページや携帯電話など）を活用して情報を発信していますが、それぞれの媒体の特性を

活かし、相互に補完し合いながら、情報の受け手である市民に配慮した対応を行い、市民が求める情報

を適時適切な手段により発信し、市民と市との双方向による情報交換（情報の共有化）が行われるよう

な仕組みづくりが必要です。

　そして、このような活動を通して、本市が行ってきた施策や事業に対する市民の評価を受けとめ、事

務の改善、見直しへとつなげていくことが必要です。

　本市では、これまで事務事業評価に取り組んできましたが、評価対象の事務事業の多さや評価が細分

化されすぎていること、評価が内部評価にとどまっていること、評価結果が予算や組織編成に反映する

仕組みがないことなど改善を図っていくことが必要です。

　そのため、行政評価の目的である政策や施策、事務事業の行政活動について市民や議会に対して説明

責任を果たし、市民と協働で有効性や効率性、妥当性を確保していく考えから行政評価の体系化と制度

設計に取り組んでいく必要があります。
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　自治体経営の透明性を保ち、市民協働の出発点となるのは情報の共有化であり、そのためには様々な

情報媒体を活用した情報提供が重要です。

　その一つとなる市ホームページについては、市政情報の統合化を図り、IR 機能の充実や市民に対し

市政情報を的確に分かりやすく伝えるための整備に取り組むとともに、これまで市で作成してきた映像、

記録の動画配信による情報提供の充実に取り組みます。

　広報媒体の根幹である広報うらやすについては、こども版広報の発行など市民目線による魅力ある広

報紙を作成するため市民協働の紙面づくりに取り組みます。

　また、報道機関に対して積極的に行政情報を提供し、その報道を通して市民に情報を伝える広報活動

（パブリシティ）に取り組みます。

　市民志向の自治体経営を進めていくため、多様な市民の意見を聴き、それらを総合的に分析し、施策

に反映させていく仕組みづくりに取り組みます。

　そのため、インターネットの特性を活かした市民意向調査の実施に向けた検討に取り組みます。

　また、市長への手紙や様々な手法で得られた市民の市政への意見や提案を総合的に集計・分析し、行

政評価と連携を図りながら市民ニーズ分析システムの構築に取り組みます。

課題解決のための取り組みの方向

広聴広報機能の充実を図る1）
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行政評価市民調査（調査目的に応じて市民意識調査を体系的に再編）　　　  　　　
・�従来の市民意識調査を調査目的に応じた行政評価市民調査に再編する。
・�各調査の前提には浦安市の政策、施策、事務事業を常時、わかりやすく市民に知らせる広報システムの整備

と充実が不可欠である。

協働の都市経営システムを創り上げる

市民会議提言書より抜粋

　行政評価は行政改革の有効なツールであり、また、トップが掲げる政策や施策についてトップマネジ

メントのツールとしても活用していきます。

　そのため、第２期基本計画の施策体系に事務事業を整理し、事務事業評価から政策・施策評価に取り

組みます。また、これらの行政評価の方法と連動した市民意識調査のあり方について検討します。さら

に、評価内容の客観性を保つため、外部の視点を入れた事前・事後評価の方法についても検討し、評価

結果が人、物、金、情報といった経営資源の適正な配分や業務改善につながる行政評価システムを構築

します。

行政評価市民調査

分析結果・施策等への反映結果の公表（レスポンス）

・各種調査結果の公表（HP、調査結果報告書・要旨）
・市民ニーズデータバンク（市民意見の分析整理と対応方針の公表）
・�行政評価白書（事務事業評価、施策・政策評価への反映結果の公表）、など

・行政信頼度調査
・「住みがい度」調査

・�施策満足度・重要度
調査

・主要事業納得度調査
・新規事業納得度調査

施策

政策

事務事業

行
政
評
価
シ
ス
テ
ム

・市長への手紙
・各課へのメール
★�グループインタ
ビュー
★�市長と語り合う
会、など

多様な広聴
手法の実施

市
民
ニ
ー
ズ
分
析
シ
ス
テ
ム

行政評価システムを確立する2）
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■ 計画事業

①広聴機能の充実強化

　「市長への手紙」や「市長との意見交換の場」での市民の声や担当課に直接寄せられた意見などを集

約検討し、各担当課で実施した調査結果などを含めてデータベース化を図り、全庁的に共有化し、市政

へ反映させるための市民ニーズ分析システムを構築していきます。

　また、インターネットを活用した広聴機能の充実強化を図るとともに、説明責任（アカウンタビリ

ティー）の向上から、各種調査結果、政策や事務改善への反映状況を積極的にわかりやすく公表してい

きます。

63111 インターネットを活用した市民意識調査事業　 プロジェクト8 広聴広報課

事業内容 施策の事前評価や事後評価を行うため、インターネットを活用した市民意向調査を行います。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

内部委員会設置
検討

検討 実施 実施

63112 市民ニーズ分析システム構築事業　 プロジェクト8 企画政策課／広聴広報課

事業内容
市民意向を反映させた自治体経営を進めるため、市に寄せられた意見などを分析、共有化できるシステムを構築
します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

内部委員会設置
検討

構築 実施 実施

第１次実施計画

②わかりやすい市政情報の提供

　情報の受け手である市民に配慮した対応を行い、市民が求める情報を適時適切な手段により発信し、

市民と市との双方向による情報の共有化に取り組みます。そのため、現在のホームページを評価・診断

し、だれもがホームページで提供される情報を利用できるよう、行政情報の一元化や映像ストックを活

用した動画の配信など、ホームページの内容の充実に向けたリニューアルに取り組みます。

　また、市民目線による魅力ある広報紙を作成するため市民協働による紙面づくりとしてこども版広報

うらやすの発行に取り組みます。

広聴広報機能の充実を図る1）
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■ 計画事業

63121 公式ホームページリニューアル事業　 プロジェクト8 広聴広報課

事業内容 市政情報の一元化や動画配信などにより、ホームページの内容の充実に向けたリニューアルを行います。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

調査・開発 運用 運用 運用

63122 こども版広報うらやすの発行　 プロジェクト8 広聴広報課

事業内容
小・中学生と協働で、こどもの視点から『こども広報うらやす』の発行に取り組むほか、市民記者を募り、市民
目線の魅力ある紙面づくりに取り組みます。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

検討 発行

■ 計画事業

63211 行政評価システムの確立　 プロジェクト8 企画政策課／総務課

事業内容
事務事業の体系化を図り、施策評価手法の検討を行います。また、市民意識調査を再編し、評価体系との連携を
図ります。

年次計画

20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

事業単位の整理
市民意識調査のあり方検
討
データベース管理の整理

施策評価の構築
データベース構築

施策・政策評価の一部試
行
市民意識調査の実施

実施
市民意識調査の実施

①行政評価システムの確立

　事務事業の体系化を行い、事務事業評価から施策評価に取り組みます。

　また、政策・施策評価については、これまで行ってきた市民意識調査との関係や、評価内容の客観性

を保つため、外部の視点を入れた事前・事後評価の方法についても検討し、評価結果を業務改善につな

げ、実施計画、予算編成、組織編成と連動する行政評価システムの構築をめざします。

■ 主要事業

事務事業名 財政情報提供事業の充実・改善 財政課

事業内容
公会計に加え、企業会計的手法による財政情報を活用しながら、より市民にわかりやすい財政情報の提供に努め
ます。

行政評価システムを確立する2）
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4
具体的施策

健全な財政運営を進める

　地方分権が今後さらに進展していくなかで、市民生活にとって最も身近なサービスの提供を担う基礎

自治体においては、将来にわたり安定した自治体経営を実現することが求められています。

　教育や福祉、医療、防災という基礎的ニーズや環境問題など様々な分野の市民ニーズに対応するには、

公が担うべき業務と民が担うべき事務事業の仕分けを行い、公が担うべきサービスを見極め、各種事業

の効率化を図り、人や物、金、情報といった限られた経営資源を有効に活用し、「持続可能な財政運営」

を行っていくことが重要です。また、市税をはじめとする様々な歳入の確保により安定した財政基盤を

つくるとともに、市の借入金である市債については、次世代に過度な負担を残さないよう適正に管理し

ていくことが必要です。

　公共施設などの使用料や特定の受益者に対する手数料については、コストに応じた適正な負担という

観点から適正化を図るとともに様々な減免制度について見直しを行うことが必要です。

　さらに新たな財源の確保に向けて市有資産を活用した広告事業などの自主努力による財源確保の取り

組みが必要です。

現状と課題
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　将来を見通した財政健全化に取り組むため、その端緒となる市民ニーズや将来人口の見直しなどを踏

まえて、長期財政シミュレーションを行い、健全な財政構造の目標とそれを維持していくための見通し

（財政ビジョン）を明確にしていきます。

　また、事業の目標や効果、必要性などの課題を明確化し、事業のあり方や手法を見直し、行政コスト

の適正化に取り組みます。

　市税をはじめとする様々な歳入の確保により安定した財政基盤をつくるとともに、市の借入金である

市債については、引き続き次世代に過度な負担を残さないように取り組みます。

課題解決のための取り組みの方向

　行政サービスの原資となる財源の確保に努めるとともに、納税の公平性の確保のため、市税徴収率の

向上や滞納繰越額の圧縮に取り組みます。

　また、使用料や手数料などは、受益者負担の原則のもと、公平性を確保するためにも、収納率の向上

を図るとともに、料金設定の見直しや減免基準などの見直しなどの適正化に取り組みます。

　さらに、新たな財源確保として市有資産を活用した広告事業などの検討に取り組みます。

　包括外部監査を法的に義務付けられていない浦安市では、最小の経費で最大の効果を挙げるため、テー

マを絞って任意の外部による評価を受ける仕組みを検討し、必要が生じた場合には実施していきます。

　浦安市は、他市町村に先駆けて企業会計的手法に取り組み、施設別の行政コスト計算書などを作成し

ていますが、これらの財務諸表を活用し、今後の自治体経営の『羅針盤』となるような市民に分かりや

すい情報の提供に取り組みます。

財政の健全化に取り組む1）

安定した財源確保に取り組む2）

外部の視点による評価を活用して財政を運営する3）

わかりやすい財務情報を提供する4）
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長期財政ビジョンの明確化　　　  　　　
・長期財政シミュレーションを行い、健全な財政構造の目標とそれを維持していくための見通しを明確にする。
・将来バランスシートや財務的シミュレーションにより、成果志向の行財政改革を促す。
・�課税自主権の拡大及びその行使、地方債、投資的経費などに代表される「受益と費用負担」の問題について

市民への充分な説明責任を果たす。
財源の効率的な優先配分（施策の優先化・事業の重点化・効率化）　　　  　　　
・�施策優先化の視点
  【長期安定した歳入確保の視点】
  【歳入と均衡ある効果的な歳出管理の視点】
・施策優先化の執行のあり方（事業の重点化・効率化）
市民にも「費用と成果の測定が可能」な事業別予算・決算書を作成する。　　　  　　　
・市民にも「コストの把握及び成果の測定が可能」な都市経営情報を提供する。
インフラ資産や将来世代の負担といった「ストック情報」を開示する。
・�バランスシートは、市民が自治体の財政診断を行うにあたって必要不可欠となる様々な情報を含んでいる。

今後の浦安を示す『羅針盤』となる分かりやすい情報を提供する。
  ①�「今後起債をしなければ何年で償還可能か」、「将来世代にも安定した行政サービスが提供可能か」といった、

「将来世代の負担」を表す情報を積極的に開示する。
  ②�諸施設、コンピュータソフトウエアを含め、必要資産の更新を念頭に相応の処置を講じ、内容を開示する。

（減価償却概念の応用などで）
  ③�安定した行政サービスを提供するために重要な意味を持ち、今後、民間活力（ＰＦＩなど）の活用が予想

される「インフラ資産（道路や橋・河川の堤防や港湾など社会的産業基盤と病院・上下水道などの社会的
経済基盤）」に関する情報を詳細に開示する。

  ④�ストック情報の前提となるバランスシートは、発生主義・複式簿記に基づく事業別の予算書・決算書を利
用して作成する方向で準備・検討を行う。

  ⑤�ストック情報の信頼性を確保するため、今後、評価機関にて、決算統計の作成プロセスで保存すべき資料
等を規定し、公認会計士による委託型外部監査制度を受ける方向で準備・検討を行う。

都市経営の安定した財政基盤を確立する

市民会議提言書より抜粋

【普通会計における起債年度末残高及び起債発行額の推移】
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①予算編成の新たな工夫

　統計解析手法を用いて、シミュレーションを適宜行い、長期財政の見通しを決算額、予算額を反映さ

せながら毎年度策定するとともに、将来分析を行い、健全で責任ある財政運営に取り組みます。

　また、管理会計手法の導入に向けた検討に取り組みます。

第１次実施計画

②効率的な予算編成の確立

　経常的経費については、意識改革や発想の転換はもとより、前例や慣行にとらわれない事務事業の改

善を推進し抑制を図ります。特に、事務的コストや施設の管理運営費など内部管理的経費の徹底した縮

減に取り組みます。また、人件費については、職員数の見直しなどを行い、その抑制に取り組みます。

③行政コストの適正化

　限られた財源のなかで、最小の経費で最大の効果をあげるには、社会・経済環境の変化に伴い、高度

化・多様化する市民ニーズや新たな行政課題に適切かつ迅速に対応していく必要があります。行政の果

たすべき役割を考え、全ての事務事業について、緊急性、重要性、効率性を検討し、常に見直しを行い、

行政コストの適正化に取り組みます。

　また、利用する市民の立場に立った適切な設計や事業の迅速化など、公共工事の全てのプロセスを見

直し、公共工事コストの適正化に取り組みます。

　また、施設の長寿命化、省資源・省エネルギー化を進めるなど、施設の品質の向上や維持管理の計画

性や効率性の向上を図ることにより、ライフサイクルを通じてのコストの縮減に取り組みます。

■ 主要事業

事務事業名 管理会計手法の導入検討 財政課

事業内容 管理会計手法の導入に向けた研究や検討を行います。

事務事業名 長期財政の見通しの策定 財政課

事業内容 シミュレーションを行い、長期財政の見通しを毎年度策定していきます。

■ 主要事業

事務事業名 経常的経費の抑制（普通会計） 財政課

事業内容
民間活力の活用や職員の能力開発、あるいは再任用職員の活用ほか多彩な人的資源の活用などによって効率的な
組織運営を進め、職員数の抑制を行うとともに、IT 化の推進や事務事業の見直しなどを進め、内部管理的経費を
中心に経費の抑制を図ります。

財政の健全化に取り組む1）
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■ 計画事業

64131 新たな業務改革手法の検討 総務課

事業内容
窓口業務を対象に行政サービスコストの可視化を図りサービスの内容、対象、方法に至る改善、改革の検討を試
行的に行います。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

分析事例などの研究 分析事例などの研究 新業務改革手法の適用実
施

導入

64132 公共工事コスト適正化検討委員会の設置 検査監理課

事業内容 庁内に検討委員会を設置し、定期的にコストの適正化に取り組みます。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

内部検討 実施 実施 実施

④市有財産の活用

　未利用の市有地などについては、積極的に貸付などを行い、財源の確保に取り組みます。

　また、基金に属する公金の運用にあたっては、安全かつ確実な運用を前提に、より利回りの高い効率

的な運用を図ります。

■ 主要事業

事務事業名 施設維持管理費の抑制 営繕課

事業内容 長期保全計画に基づき個々の施設の保全計画を策定し計画的で効率的な保全に取り組みます。

事務事業名 PFI の活用による公共事業コストの縮減 企画政策課

事業内容
公共施設の整備から運営、維持管理まで含めたトータルコストの縮減を図るため、PFI 導入指針に基づき PFI の
導入に積極的に取り組みます。

■ 主要事業

事務事業名 未利用地の活用 契約管財課

事業内容 未利用地については、利用可能性を調査し、民間への有償貸出などを進めます。

事務事業名 公金の運用 財政課

事業内容
金融機関の安全性を様々な経営指標により評価し、安全な金融機関を選択するとともに、安全かつ効率的な金融
商品を選択し運用していきます。
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①市税などの徴収率の向上

　歳入の根幹となる市税は、市の様々な事業を行うための費用を、所得や資産の状況に応じて、公平に

負担していただいているものです。財政の基盤となる市税収入の確保及び納税の公平性の確保のため、

市税徴収率の向上及び滞納繰越額の圧縮に取り組みます。

■ 主要事業

事務事業名 市税等の徴収率の向上 収税課／国保年金課

事業内容

納期内納税のため、納税啓発の推進、納税機会の多様化を進めるとともに、滞納事案への迅速な対応、滞納者の
収納管理の強化など、時機を得た有効な納税指導、滞納処分を行うことにより、徴収率の向上に取り組みます。
負担の公平性と財源を確保するため、誠意を欠く滞納者に対しては、法的整理を活用しながら徴収率の向上を図っ
ていきます。

指標 現状値 目標値

市税の徴収率
（収税課資料）

92.9％
（19 年度末）

94.5％
（23 年度末）

国民健康保険税の徴収率
（国保年金課資料）

89.6％
（19 年度末）

90.0％
（23 年度末）

■ 目標

【市税徴収率の推移】

平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度

現年分 98.3% 98.3% 98.5% 98.3% 98.2%

滞納分 13.6% 12.8% 17.2% 17.8% 20.1%

全　体 91.7% 91.5% 92.1% 92.5% 92.9%

前年比 -0.2% -0.2% 0.6% 0.4% 0.4%

【国民健康保険税徴収率の推移】

平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度

現年分 87.1% 87.4% 87.7% 88.4% 89.6%

滞納分 10.5% 10.5% 12.0% 12.1% 13.2%

全　体 62.6% 62.9% 62.6% 62.9% 63.9%

前年比 -0.7% 0.3% -0.3% 0.3% 1.0%

安定した財源確保に取り組む2）
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②受益者負担の適正化

　多様化・高度化する市民ニーズに応えていくためには、サービスを受ける方にも行政サービスにかか

る経費に対し、応分の負担を求めていくことが必要です。受益者負担の原則のもと、公平性を確保する

ためにも、収納率の向上を図るとともに、減免基準などの見直しを含め、適正化を図ります。

■ 主要事業

事務事業名 使用料・手数料等の見直し 財政課

事業内容 コスト縮減を図りつつ、受益に応じた負担という観点から、その適正化に取り組みます。

③新たな財源の確保

　新たな財源の確保や市民サービスの向上を図るとともに民間企業などの事業活動を促進するため、市

有財産を活用した広告事業などの検討を進めます。また、住民公募債についても、その必要性などを十

分検討しながら推進を図ります。

■ 主要事業

事務事業名 住民公募債の発行 財政課

事業内容
市民に行政への参加を促進するとともに、資金調達手段の多様化を図ることを目的に、必要に応じて住民公募債
を発行します。

■ 計画事業

64231 広告事業やネーミングライツの導入についての検討 広聴広報課／財政課

事業内容 市有財産を広告媒体として活用し、広告料収入やネーミングライツなどについて幅広く検討を進めます。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

検討 導入
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①任意の外部による評価の検討

　テーマを絞って任意の外部による評価を受ける仕組みを検討し、必要が生じた場合には実施していき

ます。

　また、ストック情報の信頼性を確保するため、外部評価の導入について検討します。　

■ 主要事業

事務事業名 任意外部評価等の検討・導入 財政課／総務課

事業内容 任意の外部による評価を受ける仕組みを検討し、必要が生じた場合には実施していきます。

①わかりやすい財務情報の提供

　「今後起債をしなければ何年で償還可能か？」「将来世代にも安定した行政サービスが提供可能か？」

といった、「将来世代の負担」を表す情報などを積極的に提供していきます。

　公共サービスの内容を個別事業ごとに説明した「簡素」かつ「市民の理解しやすい」事業別予算書や

決算書の作成について検討します。

■ 主要事業

事務事業名 財務情報提供事業の充実・改善 財政課

事業内容
公会計に加え、企業会計的手法による財政情報を活用しながら、より市民にわかりやすい財政情報の提供に努め
ていきます。

事務事業名 財政指標等の見通しの公表 財政課

事業内容
シミュレーションによる長期財政の見通しを毎年度策定し、その見通しのもと、財政の健全化に関する各種財政
指標などの推移を公表します。

外部の視点による評価を活用して財政を運営する3）

わかりやすい財務情報を提供する4）
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5
具体的施策

職員力・組織力を強化する

　より良い市民サービスを最小の経費で最大の効果を発揮させるには、それを支える職員を育成し、活

用していくことが重要です。

　そのためには、職員一人ひとりが意欲を持って職務に取り組むことはもとより、常に問題意識を持ち、

「新たな価値の創造に意欲的に挑戦する」意識の醸成などをはじめとした意識改革、行政サービスの担

い手としての心構えや効率で効果的な自治体運営を行うための経営感覚を身につけることが必要であ

り、限られた人財の中で職員一人ひとりの能力や可能性を充分に引き出し、活用していくような中・長

期的な方針を策定し、職員の能力を最大限に引き出しうる人財育成や人事管理を推進していかなければ

なりません。

　またこれにあわせて、市民ニーズに対応した柔軟かつ機動的な組織編成が必要です。

　これまでも、トップマネジメントを強化するため市長公室の設置、子育て支援への高い行政需要や少

子化対策、青少年の健全育成など、浦安の次の世代を育むための施策を一元的に担当させるためのこど

も部の設置など、限られた経営資源のなかで市民ニーズに効率的に応える組織づくりに取り組んできま

した。

　今後は、組織の縦割りを改善するとともに、政策課題への迅速な解決をめざす組織体制の構築を推進

します。

現状と課題
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　行政運営には、その経営資源として「人」「物」「金」「時間」「情報」があります。なかでも「人」に

ついては能力と意欲によって、その成果には大きな差異が生じます。そして、「人」という行政資源は、

育成することによって、さらに大きな成果を生むことから、高い能力と意欲を持ち、規律や倫理観のあ

る職員をいかに確保・育成していくかが、今後の行政水準や、提供するサービスの質を大きく左右する

ものといえます。

　そのためには、出発点となる「人財確保」、職員の能力向上や自己実現を可能にする研修を中心とし

た「人財育成・活用」など、関連する各制度を効率的に機能させていきます。

課題解決のための取り組みの方向

職員意識改革と能力向上　　　  　　　
・��民間企業と自治体の人事交流：国内企業への留学制度を充実する。
・�「目標管理制度」や成果に基づく人事制度（例えば、管理職との成果契約）を全庁的に導入して、各自の自己

啓発を促すとともに努力を重ね成果を出した職員の給与や待遇が引き上げられるようにする。
・�職員研修の大幅な充実を図る手段として「職員能力開発センター」の設置を検討する。
・�提案内容を人事考課に加味するなど今以上のインセンティブを与えることで、職員提案制度を民間企業並み

に活性化する。
職員が能力を発揮できる行政組織改革　　　  　　　
・�課題ごとに各部課から機動的に人員と予算を投入し、問題解決をはかるタスクフォース（少数精鋭）制度を

導入する。縦割りの業務のムダを排除する。
・�権限の下部移譲を進め、部課長が迅速に意志決定のできるフラットな体制づくりを進める。権限基準の明文

化を行い規範とする。
・�外部人材を、事業ごとの一定期間契約を含め活用し、多様な目線を行政に組み込む。人材ナレッジバンクを

活用した市民人材の有期嘱託としての採用、民間企業人材の登用、等

都市経営の規範と人材を育成する

市民会議提言書より抜粋

　地方分権の進展や多様な市民ニーズに迅速かつ柔軟に対応するため、組織内のチームワークの向上や

組織間の連携促進などさらにフレキシブルな組織運営を目指します。

　職員の健康管理対策としては、職員一人ひとりが、心身ともに健康でいきいきと仕事に取り組めるよ

う、的確な健康情報の提供や相談などの支援を行い、活力を生み出す職場づくりを進めます。

　より高い目標を設定し、それにチャレンジすることにより、職員個々のやる気を引き出すとともに、

職員間で共通の目標を持つことで職場内のコミュニケーションも深まります。

　それとともに、職務や職責に応じた給与水準の設定、人事評価制度や昇格試験に基づく昇任や昇給の

実施など、職員の意欲や能力、実績を適正に評価し処遇する制度を整備します。

財産となる人財を育てる1）

活力を生み出す職場づくりを進める2）

やる気を高める仕組みをつくる3）
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①多様な人財の確保

　少数精鋭による自治体経営が求められているなかにあっては、単なる知識や事務処理能力だけでなく、

規律や倫理観を持ち合わせ、人間性や創造性に優れた有能な人財を、採用の段階でいかに確保していく

かが重要な課題となっています。

　このため、職員採用にあたっては、人物や適性などをより重視した試験制度に見直していくとともに、

社会人経験者採用、社会の高度化・複雑化などに対応するための任期付職員や再任用職員の活用など、

多様な人財の確保に取り組みます。

第１次実施計画

【年度別削減目標数及び職員数】

年　度 20 21 22 23

職員数
　（人）

1,358 1,344 1,330 1,314

■ 主要事業

事務事業名 職員採用計画の策定 人事課

事業内容 定員適正化計画に基づき、職員採用計画を年齢構成や職種を考慮して策定します。

事務事業名 人財の確保 人事課

事業内容

新たな行政課題に対応できる先見力、創造力と積極的な行動力を備えたパイオニアとしての資質を持つ人財を確
保するための採用試験の見直しを行います。
また、社会人経験者採用や、社会の高度化・複雑化などに対応するための任期付職員や再任用職員の活用など、
多様な人財の確保に取り組みます。

②職員を「人財」と位置づけた様々な取り組み

　これからの行政水準や提供するサービスの質を高めるためにも、「人」という行政資源を育成します。

職員一人ひとりが、より明確なキャリア目標を意識して自己の能力開発や業務遂行に取り組むことがで

きるよう、また、職員の意欲や能力、実績に応じたキャリア形成が図れるよう取り組みます。

■ 主要事業

事務事業名
職員研修（自主研修、職場内研修OJT、職場外研修OFF JT、キャリア形成の支援、
自己啓発支援の充実）

人事課

事業内容

市職員として新しい視点から問題意識を持ち、新たな行政課題に対応でき、パイオニアとして職員個々が浦安市
のあり方を考えることができるよう、職場外研修、職場内研修、自主研修の一体的な充実による職員研修の充実
を図ります。
また、より明確なキャリア目標を意識して自己能力開発や業務遂行に取り組めるよう、意欲や能力や実績に応じ
たキャリア形成を図れるよう支援体制を整えます。

財産となる人財を育てる1）

※各年度 4 月 1 日付職員数（教育長を含む）	
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②いきいきと働ける職場づくり

　男女ともに仕事と生活の両立がしやすい職場づくりを推進するとともに、心身ともに健康でいきいき

と仕事に取り組めるよう、的確な情報の提供や相談などの支援を行います。

事務事業名 マルチ職員の育成 人事課

事業内容 各行政分野への計画的な配置換えに努め、所属セクション外の関連業務の知識も身につけた職員を育成します。

事務事業名 スペシャリストの育成 人事課

事業内容
迅速で高度な専門性に基づく市民ニーズへの対応を可能にするため、ゼネラリストのベースを構築したうえで、
スペシャリストとしての職員自身の適性を見極め専門性の高いスペシャリスト職員の育成に取り組みます。

事務事業名 人事交流の推進 人事課

事業内容 職員の幅広い見識を養うため、国・県及び他市町村並びに民間企業などとの人事交流を推進します。

事務事業名 適材適所の配置推進 人事課

事業内容
様々な職場経験による能力開発を通じた人財育成と組織の活性化を図り、多様化する市民ニーズに対応できる組
織づくりのため、適材適所の職員配置にかかわる制度の再構築と適切な運用を推進します。

①機動的かつフレキシブルな組織体制の確立

　意思決定の迅速化や機動性の確保、サービスの提供に適した組織規模の実現や庁内分権の実施といっ

た組織改革を進め、これまでの「管理型」から目的指向の「経営型」組織への転換を図ります。

　また、組織運営をより機動的なものとするため、業務の性質、時期的な繁閑に柔軟に対応できる組織

体制を確立するとともに、統合や再編を含むスリム化を踏まえた組織の再構築を進めます。

■ 主要事業

事務事業名 プロジェクト・チームの活用 総務課／人事課

事業内容 緊急の課題に素早く対応するため、期限や目的を限定したプロジェクト・チームを積極的に活用していきます。

事務事業名 課題解決型組織の構築 (施策推進・マネジメント強化 ) 総務課／人事課

事業内容
施策に基づいて組織の構築を行うとともに、施策の進捗度やその時々の行政課題に応じた見直しを行うことで、
常に効果的で効率的な組織編成を維持します。
また、市の重要施策については、組織を横断して課題解決に取り組む仕組みを検討します。

事務事業名 庁内分権（権限委譲）の推進 総務課／人事課

事業内容
意思決定の過程を簡素化し業務の執行を迅速化するため、各部課長への庁内分権（庁内権限委譲）をさらに推進
します。

活力を生み出す職場づくりを進める2）
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①やる気を高める仕組みをつくる

　職務や職責に応じた給与水準の設定、人事考課制度の定着とそれに基づく昇任や昇給の実施など、職

員の意欲や能力、実績を適正に評価し処遇する制度を整備します。

■ 主要事業

事務事業名 目標による管理を活用した業績評価 人事課

事業内容 職員に「変革への取り組み」や「より高い目標へのチャレンジ」を促す制度の全面的な導入を図ります。

事務事業名 人事評価制度の見直し 人事課

事業内容 評価者と評価される職員が面接や、結果の開示を通じたフィードバックなどを行い評価の相互理解を図ります。

事務事業名 昇任試験制度の導入 人事課

事業内容
昇任の公平性や客観性を確保することにより、職員の能力や実績を客観的に評価し、適性のある職員を適正な職
で処遇するため、昇任試験制度の導入を検討します。

事務事業名 職員提案制度の推進 総務課

事業内容 職員の業務改善意欲を引き出す仕組みとして、職員提案制度の充実を図ります。

■ 主要事業

事務事業名 ワーク・ライフ・バランスの実現 人事課

事業内容 男女がともに仕事と家庭が両立できる職場環境を実現します。

事務事業名 健康管理体制の充実 人事課

事業内容 職員が心身ともに健康で職務に専念できるよう、職員の健康相談など、健康管理体制の充実を図ります。

事務事業名 適切な福利厚生制度へ向けた見直し 人事課

事業内容
職員がいきいきと安心して仕事ができるような福利厚生制度へ向けた見直しを行うとともに、市民の理解が得ら
れるような福利厚生制度とします。

やる気を高める仕組みをつくる3）
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現状と課題

6
具体的施策

新たな情報環境を整備する

　浦安市は、まちづくりの基本目標である「人が輝き躍動するまち・浦安」のもと、「行動が広がり心

かよう情報化」をめざして、市民が利便性を感じられるよう、また行政の効率化や高度化、透明性の向

上などが図れるよう、積極的に情報化を進めています。

　主な取り組みとしては、市民サービスの向上と事務の効率化や透明性の向上などを図るため、汎用コ

ンピュータによる住民記録関係の事務処理や行政の各分野にわたってクライアントサーバシステムによ

る事務処理を行ってきています。平成 20年 1月からは情報セキュリティ対策の向上と経費削減などの

ため、市原市と汎用コンピュータを共同利用し住民記録関係の事務を始めました。

　また、事務の簡素化や経費削減を図るため、地理情報を一元的にまとめた統合型地理情報システム（統

合型 GIS）を作成するとともに、いつでも市民がインターネットを通じて、地図付き電子メールのやり

取りや地図の作成などができる双方向型インターネット GIS を整備しています。

　市民の利便性の向上や行政サービスの高度化への対応としては、文化・スポーツ施設の利用予約や図

書の貸出予約、また自転車駐車場定期利用申請などをオンライン化するとともに、申請・届出様式のダ

ウンロードサービスの拡充など行政手続などのオンライン化を推進しています。ホームページについて

も、市民が使いやすく、また市民に分かりやすい情報提供ができるよう整備運用してきました。

　また、電子自治体を支える基盤整備として、情報の共有化や意思決定の迅速化を図るため、グループ

ウェアの機能向上や職員一人 1台のパソコンを配置するとともに、情報漏えい対策のため、シンクラ

イアント化を進めています。

　情報化の推進と車の両輪となる情報セキュリティ対策に関しては、外部監査制度の導入や技術的な対

策を行うとともに、個人情報保護条例や情報セキュリティポリシーを整備し、適切に運用するなど積極

的に取り組んでいます。

　また、社会の情報化が進むなかで、市民が IT を積極的に生活のなかで活用できるよう、初心者を対

象に IT 講習会や IT 初心者サポート広場などを開催しています。

　このように、本市の情報化に向けた取り組みは着実に進展していますが、より一層行政サービスの高

度化や市民の利便性を高めていくという視点、またユビキタスネットワーク社会が広がっていくという

状況のなかで、情報システムを利用者の立場に立ってより使いやすいものにしていくことや、行政手続

などのオンライン化を進めていくことが必要となっています。さらには、市民が行政情報に容易にアク

セスでき、様々な情報が得られるようにしていくことや、市民相互の交流、また市と市民との協働を支

援できるよう、情報システムの整備を進めていかなければなりません。

　一方で、行政の簡素化や効率化を図るため、情報システムを適正に調達していくことや情報システム

の管理、運用をより効率的かつ効果的に行っていくことが必要です。

　また、情報や情報システムなどの情報資産を様々な脅威から保護するため、情報セキュリティポリシー

の評価と見直しを継続的に行うとともに、技術的な情報セキュリティ対策を一層強化し、対策の実効性

を高めていくことが必要となっています。
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　ユビキタスネットワーク社会が進展するなかで、市民の申請や届出などを 24時間 365 日、家庭や

職場などからインターネットを使ってワンストップサービスで提供できるよう、市民の利便性の向上や

事務の効率化の視点に立って行政手続などのオンライン化を進めるとともに、近年 IT を活用した料金

支払の方法が普及し、多種多様な公金支払の可能性が広がってきているため、税や手数料などの電子納

付について検討を進めていきます。

　また、IT を活用し、市民が必要なときに健康や福祉、暮らしやまちづくりなど、行政の様々な分野

の情報が得られるよう情報提供の充実などを図っていきます。

　さらに、市民の安全・安心の確保や危機管理の観点から、災害時における情報提供が円滑かつ的確に

できるよう情報システムづくりを進めるとともに、犯罪を未然に防ぐことができるよう IT を活用して

いきます。

課題解決のための取り組みの方向

　地方分権の進展に伴い、市は自らの責任と判断で市民ニーズに主体的に対応していかなければなりま

せん。そのためには、行政情報の積極的な提供や公開により行政の透明性を向上させるとともに、幅広

い市民の意見を行政へ反映していくことが不可欠です。

　このため、市民の視点からホームページを刷新し、分かりやすい情報提供を行うとともに、行政によ

り幅広く市民の意見を反映できるよう取り組んでいきます。

　また、近年ブログや SNS などの使いやすく、利用者が参加できるメディアの登場や携帯電話の機能

高度化など大きな技術革新が進んでいます。ボランティア団体やNPO法人など、行政以外で地域の社

会活動に参画する主体も増加してきています。このため、市民相互のコミュニケーションの活性化や市

民活動の活発化が図れるよう、また市民の学習機会を拡充できるよう、IT を活用し市民と行政が協働

できるような環境づくりを進めていきます。

快適な市民生活を支援する1）

協働の環境づくりを支援する2）
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　情報システムの調達にあたって期待した効果が得られるよう、またライフサイクルコストが高くなら

ないよう、さらには開発管理、進捗管理や品質管理、また事業評価が的確に行えるよう情報システムの

調達を行っていきます。また、全体最適化の見地から事務の効率化を図っていきます。さらに、限られ

た財源のなかで、市民が望む事業と真に必要な事業を見極めるとともに、ASP サービスの活用も考慮し

つつ既存システムの運用経費の削減や効率的で効果的な情報システムへの見直しを進めていきます。

　事業ごとに個別に最適な情報システムを導入することが多く、そのため情報システム間の連携が難し

く、データの重複入力や重複管理などの課題が生じてきましたが、これらを解消できるよう、また行政

と事業所などが保有するデータ連携が図れるよう地域情報プラットホームの導入について検討していき

ます。

　近年、職員や業務委託先の従業員のパソコンなどの盗難やウィルス感染により、地方公共団体が保有

する個人情報が漏えいするなどの事案が全国的に発生しています。このため、より一層情報セキュリティ

対策の徹底に努めます。

　また、情報セキュリティに対する脅威、脆弱性や対策技術は日々変化しており、情報セキュリティ対

策全般にわたる実効性の評価や見直しを行うことが重要です。このため、情報セキュリティ監査を引き

続き適切に実施し、情報セキュリティ対策の水準を持続的に向上させていくとともに、最新の技術を活

用した情報セキュリティ対策を行っていきます。

　さらに、情報資産を取り扱う職員に情報セキュリティの意識を保持させるため、引き続き研修を実施

していきます。

行政の簡素化と効率化を進める3）

情報セキュリティ対策を強化する4）
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■ 計画事業

①電子申請の推進

　市民の利便性の向上を図るため、申請書や届出書などの様式ダウンロードサービスの拡充を図るとと

もに、これまで行ってきた体育施設や文化施設の予約、自転車駐車場の申し込みなどの行政手続のオン

ライン化に加え、より多くの行政手続などについて、オンライン化を推進していきます。

　納税者が自宅や事業所からインターネットで申告できる電子申告が、国や都道府県などの一部税目で

開始されています。このため、電子申告の導入について窓口サービスの向上の視点や申告できる税目な

どの範囲について、費用対効果を踏まえ、調査研究していきます。

　また、市民の利便性の向上や費用対効果の視点から、クレジットカードによる市税の納付について検

討していきます。

66111 電子申請等推進事業 情報政策課

事業内容
申請書様式のダウンロードサービスの拡充を図るとともに、オンラインで申請や届出ができる行政手続などの拡
充を図ります。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

拡充 拡充 拡充 拡充

第１次実施計画

②暮らしをいろどる情報の提供

　健康づくりのきっかけとなるよう、健康診断や予防接種などの情報を電子メールなどで配信していき

ます。

　また、市が所蔵する美術品をインターネットで公開し、いつでも芸術を鑑賞できる機会の充実を図り

ます。

　さらに、まちづくりに関する情報の共有化を図るため、土地利用の動向や建築物の用途を市のホーム

ページで提供していきます。

■ 計画事業

13111 健康メールマガジン事業　 再掲　　 健康増進課

事業内容 健康に関連する情報を定期的に電子メールで配信します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

検討 運用 運用 運用

快適な市民生活を支援する1）
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23311 バーチャル美術館開発事業　 再掲　 市民活動推進課

事業内容
浦安市が所蔵している美術品をインターネットにより発信し、身近に文化芸術を鑑賞できる機会の充実を図りま
す。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

システム開発・稼動 運用 運用 運用

41222 まちづくり情報提供事業　 再掲　 都市計画課

事業内容
地域主体のまちづくりの推進に向け、市民や地域、行政の間でまちづくりに関する情報を共有化するため、市のホー
ムページで公開している双方向型インターネット GIS を活用しながら、土地利用の動向や建築物の用途などのコ
ンテンツの充実を図ります。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

データの整理
情報提供

データの整理
情報提供

データの整理
情報提供

データの整理
情報提供

③災害情報の提供と防犯対策の充実

　災害発生直後、発生当日、2日目と時々刻々と変化する情報を、様々な媒体を活用して正確かつ迅速

に市民に伝えられるよう、災害情報を収集管理し、提供できる情報システムの構築に向けて検討してい

きます。

　また、公共空間における犯罪の発生を予防するため、IT を活用した対策を行っていきます。

■ 計画事業

66131 災害対策通信システム維持管理事業（テロップ） 防災課

事業内容
CATV 用緊急情報提供システム（テロップ）の更新を行うとともに、様々な媒体を活用して災害情報を正確かつ
迅速に情報提供できるよう検討します。

年次計画
　20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

更新・検討 開発
一部運用

開発
運用

運用

46231 公共空間犯罪対策事業　 再掲 防犯課

事業内容 犯罪が発生しやすい公共空間、特に駅周辺の犯罪抑止を目的に防犯カメラを設置します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

運用
新規 5 台

運用
新規 5 台

運用
新規 5 台

運用
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①市民ニーズの把握と充実した市政情報の提供

　市民ニーズを反映させた自治体経営を行うため、市に寄せられた意見を分析し、共有化することので

きるシステムの構築やインターネットを活用した市民意識調査を実施します。

　また、協働の根幹となる市民への情報提供を推進するため、現在のホームページを評価、診断し、だ

れもがホームページで提供される情報を利用できるよう、行政情報の一元化や映像ストックを活用した

動画の配信など、ホームページの内容の充実に向けたリニューアルに取り組みます。

　さらに、市の施策を評価するにあたって、市民意向が反映できるよう行政評価システムの構築に取り

組みます。

■ 計画事業

63111 インターネットを活用した市民意識調査事業　 再掲 広聴広報課

事業内容 施策の事前評価や事後評価を行うため、インターネットを活用した市民意向調査を行います。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

内部委員会設置
検討

検討 実施 実施

63112 市民ニーズ分析システム構築事業　 再掲 広聴広報課

事業内容
市民意向を反映させた自治体経営を進めるため、市に寄せられた意見などを分析、共有化できるシステムを構築
します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

内部委員会設置
検討

構築 実施 実施

63121 公式ホームページリニューアル事業　 再掲 広聴広報課

事業内容 市政情報の一元化や動画配信などにより、ホームページの内容の充実に向けたリニューアルを行います。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

調査・開発 運用 運用 運用

63211 行政評価システムの確立　 再掲 企画政策課／総務課

事業内容
事務事業の体系化を図り、施策評価手法の検討を行います。また、市民意識調査を再編し、評価体系との連携を
図ります。

年次計画

20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

事業単位の整理
市民意識調査のあり方検
討
データベース管理の整理

施策評価の構築
データベース構築

施策・政策評価の一部試
行
市民意識調査の実施

実施
市民意識調査の実施

協働の環境づくりを支援する2）
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②市民の学習機会や活動機会の充実

　若者や働き盛りの世代、高齢者などが学習意欲に応じていつでも学習できるよう生涯学習機会の充実

を図ります。

　また、各種サークルや文化団体などの活動内容、またこれらの団体が開催するイベント情報などを広

く市民に提供し、市民の自主的な学習活動を支援していきます。

　さらに、団塊世代の豊かな知識や経験を地域活動や市民活動に活かす仕組みづくりに取り組みます。

■ 計画事業

23122 生涯学習支援システム（ｅ－ラーニング）構築事業　 再掲 生涯学習課

事業内容 市民の学習意欲に応じて、いつでもどこでも学習できる環境を整える情報システムを構築します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

開発
教材作成

運用 運用 運用

23141 生涯学習情報提供システム構築事業　 再掲 生涯学習課

事業内容
市内で行われている講座やイベント、サークル、講師などの生涯学習情報を一元化し提供するとともに、市民自
らが生涯学習情報を発信できる情報システムを構築します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

構築
一部運用

運用 運用 運用

25221 シニア世代地域活動モデル事業　 再掲 市民活動推進課

事業内容

団塊世代の豊かな知識や経験を地域で活かせる仕組みとして、人材データバンク（知識や経験を登録）と団体デー
タバンク（団体情報を登録）を設置し、マッチングを図ります。その後、対象を拡大し、より多くの市民と団体
をつなぐシステムをめざします。また、市民活動へのきっかけづくりとして、団塊世代を中心としたイベント事
業やインフォメーション事業などを実施します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

導入
運用

運用 運用
再検討

運用
（対象拡大）
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①サーバの安定稼動と効率的な管理の検討

　サーバの安定稼動や障害時に迅速な対応が図れるよう、サーバ群の現況調査や統合化の方策などにつ

いて調査し、望ましい対策について検討していきます。

■ 計画事業

66311 情報システムサーバ機器管理事業 情報政策課

事業内容
市が管理しているサーバ群の現況を調査するとともに、統合化の方策などについても調査し、望ましいサーバ群
の管理方策について検討します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

調査・検討

②統合型地理情報システム（統合型 GIS）の推進

　施策の現状把握や事業化の判断を迅速化できるよう、各課にある様々なデータを収集・整理し、地図

情報を蓄積していきます。

■ 計画事業

66321 統合型地理情報システム推進事業 企画政策課／情報政策課

事業内容
統合型地理情報システム（統合型 GIS）に各課のデータを集積し、高度利用を図るとともに、データ入力が容易
にできるよう情報システムの更新を行います。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

調査・検討・開発 運用・拡充 運用・拡充 運用・拡充

③電子入札の推進

　入札事務の透明性の確保と競争性の向上、また事業者などの負担軽減を図れるよう、電子入札システ

ムの効率的な活用に努めていきます。

■ 主要事業

事務事業名 電子入札システムの推進 契約管財課

事業内容 電子入札システムの推進を図るとともに、システムの効率的な活用を図ります。

行政の簡素化と効率化を進める3）
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④図書館電算システムの充実

　今後も増加が見込まれる図書館利用に対応するため、図書館電算システムを更新するとともに、図書

館資料管理システムを構築し、貸出し返却、資料管理の効率化を図っていきます。

■ 計画事業

23134 図書館電算システム更新事業　 再掲 中央図書館

事業内容 図書の貸し出しや予約管理する情報システムについて、導入経過年数を考慮し更新を図ります。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

システム更新 運用

23135 図書館資料管理システム導入事業　 再掲 中央図書館

事業内容
貸出しや返却の待ち時間の短縮や予約サービスの向上など、利用者の利便性を高めるとともに、図書管理業務の
効率化によるコスト削減につながる図書館資料管理システムを導入します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

システム構築 運用

①情報セキュリティ対策の推進

　市が所有する情報資産を様々な脅威から保護するとともに、情報セキュリティ対策水準の継続的な向

上を図るため、情報セキュリティ監査を行い、対策の現状を評価し、見直しをしていきます。

　また、常に最新の技術を用いた情報セキュリティ対策を実施していきます。

　さらに、職員の情報セキュリティ対策に関する意識の普及と定着を図るため、各種研修を行っていき

ます。

■ 計画事業

66411 情報セキュリティ対策事業 情報政策課

事業内容
情報セキュリティ監査を実施し、継続的に情報セキュリティ対策水準の向上を図ります。
また、技術的な情報セキュリティ対策を行うとともに、各種研修を実施します。

年次計画
20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

実施 実施 実施 実施

情報セキュリティ対策を強化する4）
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アーバンリゾート（ゾーン） 

都市近郊もしくは都市内の水際や高原などに立

地する、テーマパークやホテル、マリーナ、複

合型産業施設などで構成された保養、行楽地の

こと。アーバンリゾートゾーンは、舞浜２・３

丁目の住宅地を除いた舞浜地区を指す。

………………………………………………………

IR（Investor Relations）

市民や地域社会に対して、市の財政状況を示す

財務諸表などの必要な情報を提供し、経営方針

や活動成果を伝えること。

………………………………………………………

アウトソーシング

行政内部で行われていた業務を専門業者等に外

注すること。受注者の能力や資源を活用するこ

とにより、コストの削減や効率化を図る。

………………………………………………………

アクセシビリティ

障害の有無や年齢などの条件に関係なく、だれ

もが同じようにインターネット上で提供される

情報を利用できること。また、ウェブ - ページ

に対するアクセスと利用のしやすさの度合いを

いう。

………………………………………………………

アスベスト

石綿ともいわれ、天然に存在する繊維状の鉱物。

軟らかく、耐熱・対磨耗性にすぐれ、建材など

広範な分野で使用され、特に、耐火建築材とし

て多く使われた。しかし、アスベストを吸い込

むと肺がんや中皮腫などの健康被害を引き起こ

す恐れがあり、昭和 50 年にアスベストの吹き

つけは原則禁止された。また、建物の解体時の

処置が十分でないと、大気中に飛散する恐れが

ある。

ｅ - ラーニング

市民の学習意欲に応じて、パソコンやコンピュー

タネットワークなどを利用して、いつでもどこで

も教育を行なうことができるシステム。

………………………………………………………

ASP サ ー ビ ス（Application Service 

Provider）

データセンターでアプリケーションソフトを一

括稼動させ、インターネットなどでその機能を

顧客に提供するサービスのこと。

………………………………………………………

エコセメント

最終処分場への埋め立て量を減らし、焼却残渣

の資源化を図るため、焼却残渣を原料に利用し

たブロックやセメントのこと。

………………………………………………………

ＳＮＳ（Social Networking Service）

インターネットを使って、人と人のコミュニ

ケーションを促進するためのサービスのこと。

子育て支援などの特定のテーマに利用されるこ

とが多い。

………………………………………………………

ESCO 事業

事業者が省エネルギーに関する包括的なサービ

スを提供することにより、これまでの施設の機

能や環境を損なうことなく、省エネルギー効果

を保証する事業。

………………………………………………………

NPO（Nonprofit Organization）

民間非営利団体のこと。利潤を上げることを目

的としない、公益的活動を行なう民間団体。活

動範囲は、教育・社会福祉・環境保全・国際交

流等多岐にわたる。

………………………………………………………

オストメイト

直腸がんや膀胱がんなどにより、臓器に機能障

害を負い、腹部に人工的に排泄孔を設けた者。

あ行
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街頭緊急通報装置

犯罪を抑止するため、犯罪が発生しやすい公共

空間に設置されている防犯カメラや警察への通

報装置を装備したスーパー防犯灯のこと。

………………………………………………………

学生防犯ボランティアＶ 5

平成 16 年 11 月 24 日に市内の高校４校（浦

安高校、浦安南高校、東海大学付属浦安高校、

東京学館浦安高校）と明海大学の学生によって

結成されたボランティア組織で、自転車盗難防

止活動や防犯キャンペーンなど、独自の防犯活

動や関係団体が行う防犯活動への参加、協力な

どを行なっている。

………………………………………………………

観光漁業基地構想

釣り船や遊船など多様な形で観光に結びつけた

観光漁業の振興を図るため、境川河口の船たま

りと関連用地を観光漁業の拠点とする構想。

………………………………………………………

環境マネジメントシステム

事業者などが環境に関する方針を自ら設定し、

達成に向けて取り組んでいくための体制、手続

きのことで、国際標準化機構（ISO）が発効し

た ISO14001 に基づくものや EU の EMAS に

基づくものが代表的な事例である。

………………………………………………………

帰宅困難者

大規模な災害で交通機関が運行を停止した際に

発生する、自宅への帰宅をあきらめた人や徒歩

での帰宅が困難となり保護が必要になる人々。

………………………………………………………

キャリア教育

児童・生徒一人ひとりの勤労観・職業観と自分

の将来を設計できる力を育てる教育。

グループホーム

大規模な居住型施設ではなく、少人数で、職員

とともに地域の家屋や建物での集団共同生活を

送るなかで、社会的・家庭的ケアを受ける生活

形態。地域住民の一人として自立した生活を送

ることを目的に、高齢者や障がい者などの分野

でそれぞれ展開されている。

………………………………………………………

景観法

良好な景観の形成に向けた基本理念や住民、事

業者、行政の責務などを規定した、景観に関す

る総合的な法律。

………………………………………………………

建築基準法第 42 条第 2 項に該当する道路（2

項道路） 

建築基準法第42条第２項の規定による道路で、

建築基準法が制定される以前から存在する幅員

４ｍ未満の道。堀江、猫実、当代島地区には、

幅４ｍ未満の狭あいな道が存在しており、この

ような道では、建築物の更新にあわせた拡幅整

備が必要となっている。

………………………………………………………

光害

屋外照明に関して、安全性や効率性の確保、景

観や周辺環境への配慮などが十分なされていな

い状況、またそれによる悪影響。

………………………………………………………

後期高齢者医療制度

75 歳以上の後期高齢者を対象として、平成 20

年 4 月からスタートした新しい医療制度。

………………………………………………………

工業ゾーン

鉄鋼団地や流通・加工・業務機能が集積した工

業団地がある、鉄鋼通り、港、千鳥地区の総称。

………………………………………………………

公有水面埋立事業

公共の用に供する水流または水面であって、国

か行
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の所有に属する水面を埋め立てる行為。本市の

場合、千葉県事業として、二度にわたり、公有

水面の埋め立てが行われており、浦安地区第一

期埋立事業では、海面下の土地もあわせて埋め

立てられた。

………………………………………………………

コミュニティビジネス

福祉や教育、環境保護など、地域や社会の抱え

る課題について、ビジネスの手法を活用しつつ、

地域との信頼関係のなかで、多様で柔軟なサー

ビスを、市民が主体となって提供し解決してい

く、地域性・社会性と事業性・自立性を伴った

事業活動のこと。

災害時要援護者

ひとり暮らしや寝たきりの高齢者、障害者、傷

病者、妊産婦、乳幼児など、災害時に適切な防

災行動をとることが特に困難な人々。

………………………………………………………

災害非常用街灯

太陽光や風力などの自然エネルギーを利用し

た、大規模な災害により停電が発生した場合で

も点灯する街灯。

………………………………………………………

里親制度

地方自治体が、公園や道路などの緑化や清掃活

動を地元住民に任せる制度。ボランティアとな

る住民や地元企業を「里親」、公共施設を「養

子（アダプト）」になぞらえたもの。

………………………………………………………

指定管理者制度

平成 15 年６月の地方自治法の改正により設け

られた制度で、体育館や福祉施設などの公の施

設の管理を民間の事業者が請け負う制度。

………………………………………………………

自動体外式除細動器（AED：Automated 

External Defibrillator）

心臓の動きを正常に戻すために電気ショックを

与える装置で、医療従事者でなくても救命行為

が行える。

………………………………………………………

食育

「食」に関する知識と「食」を選択する力を習

得し、健全な食生活を実践することができる人

間を育てること。

………………………………………………………

シンクライアント

通常のパソコンと違い、ハードディスク（記憶

装置）を持たないパソコンのこと。

………………………………………………………

新町地域

第二期埋立地に形成された住宅地で、日の出、

明海、高洲地区の総称。

………………………………………………………

スクールライフカウンセラー

児童・生徒の心理臨床に関する高度な専門的知

識・経験をもち、学校で児童・生徒へのカウン

セリング、教職員や保護者への助言・援助など

を行なう人。

………………………………………………………

スモールビジネス

人材派遣などのニューサービスやベンチャービ

ジネスの登場で、これまでの大企業・中堅企業・

中小（零細）企業といった規模分類だけでは優

劣判定ができなくなったのに対応して、優良中

小、ベンチャーをあわせて呼んだもの。

………………………………………………………

全国瞬時警報システム（Ｊ－ ALERT）

津波警報や緊急地震速報、緊急火山情報などの

対処に時間的余裕がない事態が発生した場合

に、通信衛星を用いて情報を送信し、市町村の

防災行政無線を通じて住民に緊急情報を伝達す

さ行
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るシステム。

………………………………………………………

全体最適化

目標を定めて事務と情報システムを同時に改善

していく取り組みのこと。

………………………………………………………

双方向型インターネット GIS

地域住民と地方公共団体、地域住民同士、さら

には地方公共団体同士のコミュニケーションの

向上を目的に開発された相互連携も可能な双方

向型の統合型地理情報システム。

ダイオキシン類

ポ リ 塩 化 ジ ベ ン ゾ － パ ラ － ジ オ キ シ ン

（PCDD）、ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）及

びコプラナ－ポリ塩化ビフェニル（コプラナ－

PCB）の総称。通常の環境中にも極微量に存在

する有害な物質。人の生命や健康に重大な影響

を与えるおそれがある物質であることから、平

成 12 年１月「ダイオキシン類対策特別措置法」

が施行され、廃棄物焼却炉などのからの排出抑

制が行われている。

………………………………………………………

多文化共生

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的

違いを認め、対等な関係を築こうとしながらと

もに生きていくこと。

………………………………………………………

団塊の世代

第二次世界大戦直後の昭和 22 年から昭和 25 

年前後の第一次ベビーブームで生まれた世代を

指す。堺屋太一が昭和 51 年に発表した小説『団

塊の世代』で使用した。平成 19 年から 21 年

頃に定年退職の時期を迎える。

………………………………………………………

地域防災無線

災害対策を迅速・的確に行うため、市役所と消

防や警察などの関係機関、医療・教育・電気・

水道・ガス・電話などの生活関連機関が相互に

密接な連絡が取れるよう設置された通信設備

で、移動系と固定系がある。

………………………………………………………

中間支援組織

地域社会と市民活動グループの変化やニーズを

把握し、各種サービスの需要と供給をコーディ

ネートする組織。運営形態は、官設官営、官設

民営、民設民営があるが、現時点では、官設官

営が多い。

………………………………………………………

鉄鋼団地

鉄鋼通りや港地区にある鉄鋼の流通や加工を主

力とした工業団地の通称。200 社以上の工場

や倉庫が林立し、日本有数の鉄鋼の取扱量を誇

る本市の特色ある産業のひとつとなっている。

………………………………………………………

特定健康診査

メタボリックシンドロームの要因となっている

生活習慣を改善し、高血圧や高脂血症、糖尿病

などの有病者・予備群を減少させることを目的

とした検査。

………………………………………………………

特定高齢者

近い将来、要支援・要介護となるおそれのある

高齢者。

………………………………………………………

特定保健指導

特定健康診査の結果から、生活習慣病の発症リ

スクが高く、生活習慣の改善による生活習慣病

の予防効果が多く期待できる市民に対して、生

活習慣を見直すサポートを行うもの。

………………………………………………………

た行
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特別支援教育

障害のある児童・生徒に対してその一人ひとり

の教育的ニーズを把握し、当該児童・生徒のも

てる力を高め、生活や学習上の困難を改善また

は克服するために、必要な支援を行う教育。

………………………………………………………

都市型観光

人が居住し生活している「まちなか」で、その

地域の歴史・文化・環境などを踏まえ、「街を

歩くことの楽しさ」を魅力の中心に置いた観光

の概念。

………………………………………………………

都市再生機構 

独立行政法人都市再生機構（UR 都市機構）。

平成 16 年７月に、都市基盤整備公団と地域振

興整備公団の地方都市開発整備部門がひとつに

なり発足した独立行政法人。大都市及び地域社

会の中心都市において、市街地の整備改善や賃

貸住宅の供給の支援に関する業務を行う。本市

では、昭和 60 年より日の出・明海地区を事業

区域にした浦安東地区土地区画整理事業を実施

している。

………………………………………………………

ド メ ス テ ィ ッ ク・ バ イ オ レ ン ス（DV：

Domestic Violence) 

夫や恋人など親密な関係にある、またはあった

男性から女性に対する身体的・性的・経済的・

心理的暴力及びこどもを巻き込んだ暴力のこ

と。

内発型産業

浦安市民が起業する産業。

………………………………………………………

中町地域

第一期埋立地に形成された住宅地で、東野、富

岡、今川、弁天、海楽、入船、美浜、舞浜２・

３丁目の総称。

………………………………………………………

ネーミンクグライツ

施設、キャラクターなどに名称をつけることが

できる権利。日本では特にスポーツや文化施設

などに名称をつける権利をいう。

………………………………………………………

ノーマライゼーション

すべての人が同じ人間として、住み慣れた環境

のなかでともに暮らせるようにすべきだという

考え方。

羽田空港再拡張事業

首都圏における航空需要の伸びや将来的な国際

化に対応するため、東京国際空港 ( 羽田空港 )

に４本目の滑走路 ( Ｄ滑走路 ) を整備する事業。

南風の悪天候時に本市上空を通過して滑走路に

進入することから、騒音問題が懸念されたが、

行政や市民一体となった取り組みにより、飛行

ルートの一部が変更された。

………………………………………………………

汎用コンピュータ

地方公共団体や企業などの特に重要な業務に利

用されている大型のコンピュータのこと。高い

信頼性と安定性を有し、大量のデータ処理に適

している。

………………………………………………………

ピアカウンセリング

自立生活を実現した、あるいは実現しつつある

障がい者が、これから自立を考えようとしてい

る障がい者に、自分たちの経験を通して行う援

助活動。

………………………………………………………

な行

は行
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PRTR 法

「特定化学物質の環境への排出量等及び管理の

改善の促進に関する法律」のこと。有害性の

ある様々な化学物質の環境への排出量を把握

することなどにより、化学物質を取り扱う事

業者の自主的な管理の改善を促進し、化学物

質による環境上の支障が生ずることを未然に

防止することを目的として平成 11 年に制定さ

れた。

………………………………………………………

PFI (Private Finance Initiative)

事業コストの削減や質の高い公共サービスの提

供を図るため、公共施設等の建設や維持管理、

運営などを民間の資金やノウハウを活用して行

う手法。

………………………………………………………

ヒートアイランド現象

都市部において、人工物の増加、地表面のコン

クリートやアスファルトによる被覆の増加、そ

れに伴う自然的な土地の被覆の減少、さらに冷

暖房などの人口排熱の増加により、地表面の熱

収支バランスが変化し、都心域の気温が郊外に

比べて高くなる現象。

………………………………………………………

ビーナス計画

ごみの減量化・再資源化に全市を上げて取り

組むプロジェクトネーム。「気持ちの参加」「で

きることへの参加 ｣｢ システムづくりへの参加」

「システム運用への参加」の４つの段階で市民

参加を求め、市民・事業者・市が３者一体となっ

て、浦安市にあったゴミ処理の仕組みを構築し、

美しい都市を実現していくための計画。

………………………………………………………

ビオトープ

本来その地域に住む様々な野生の生物が生存す

ることができる空間。近年では、人工的につく

られた、植物や魚、昆虫が共存する空間を呼ぶ

ことが多い。

………………………………………………………

福祉避難所

障害のある人や心身に衰えのある高齢者、乳幼

児など、避難所での生活に特に配慮が必要な人

を収容し保護する避難所。

………………………………………………………

普通会計

総務省が所管する「地方財政状況調査」におい

て統計上の比較を可能にするためにつくられた

会計のこと。一般会計や特別会計など各会計で

経理する事業の範囲が市町村により異なっている

ため、統一的な基準で整理し、比較できるように

した統計上の会計区分。浦安市では、一般会計

と墓地公園事業特別会計を合算したものとなる。

………………………………………………………

包括外部監査

地方公共団体が、地方自治法第２条 14 項と

15 項の趣旨を達成するため、弁護士や公認会

計士などの外部監査人の監査を受けるととも

に、監査の結果に関する報告の提出を受けるこ

とを内容とするもの。

………………………………………………………

防災行政無線

災害発生時に、市民に正確で迅速に情報を提供

できるよう設置された放送設備で、市内各所に

屋外のスピーカーが設置されており、一斉放送

や地区別の放送が可能である。震度４以上の地

震が発生した場合は、自動的に放送が入る。

………………………………………………………

ホルムアルデヒド

刺激臭のある無色の液体で、メチルアルコール

を酸化して得られる。合成樹脂の原料となって

おり、新築やリフォームした住居への入居後に

起こる目やのどの痛み、頭痛、吐き気などの不

快な症状がでる「シックハウス症候群」の原因

物質のひとつ。
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マタニティマーク	

妊産婦が交通機関等を利用する際に身につけ、

周囲が妊産婦への配慮を示しやすくするもの。 

さらに、交通機関、職場、飲食店、その他の公

共機関などが、その取り組みや呼びかけ文を付

してポスターなどとして掲示し、妊産婦にやさ

しい環境づくりを推進するもの。 

………………………………………………………

メタボリックシンドローム	

内臓脂肪型肥満に加えて、高血糖、高血圧、脂

質異常のうちいずれか２つ以上をあわせもった

状態。

………………………………………………………

元町地域

埋立以前からある地域で、猫実、当代島、北栄、

堀江、富士見地区の総称。

………………………………………………………

もやいの会

浦安市郷土博物館で活動する博物館ボランティ

アの組織で、会員数は約 300 名。

ユビキタスネットワーク社会

「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」アク

セスが可能なネットワーク環境が広がり、様々

なサービスが提供され、人々の生活をより豊か

にする社会のこと。

………………………………………………………

ユニバーサルデザイン

すべての人が使いやすく快適に利用できるよう

に配慮し、製品や機能などをデザインすること。

特定の障壁を解消するというバリアフリーから

一歩進んだ発想。

ライフサイクルコスト

企画から開発、運用、保守、廃棄に至るすべて

の段階で発生する調達コスト。

ワークステーション

障がいのある人の雇用を円滑に進めるための機

能をもった場所。

………………………………………………………

ワーク・ライフ・バランス	

働く人が、子育てや介護、自己啓発、地域活動

などといった仕事以外の生活と仕事とを自分が

望むバランスで実現できるようにすること。

や行

ら行

わ行

ま行
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　（目的）

第１条　この要綱は、浦安市基本構想に示された基本理念、将来都市像などに基づき、まちづくりの基

本目標である「人が輝き躍動するまち・浦安」の実現に向け、具体的な施策の方向性について定める

第２期基本計画の策定について、基本的な事項を定め、計画を円滑に策定することを目的とする。

　（基本計画の内容）

第２条　第２期基本計画は、基本構想に示されたまちづくりの基本目標を達成するために取り組む具体

的な施策の方向性を定め、今後の行財政運営の指針とするとともに、市民と行政の果たすべき役割に

ついて明らかにするものである。

　（計画期間）

第３条　第２期基本計画の計画期間は、平成 20 年度から 29 年度までの 10 ヵ年とする。　

　（策定方法）

第４条　第２期基本計画の策定にあたり、浦安市第２期基本計画策定本部を設置し、広く職員の参加を

求め、全庁的な体制でこれに当たるものとする。

２　広範な市民の意見を計画に反映させるため、市民会議やアンケート、ワークショップなど、さまざ

まな手法により、計画策定過程における市民参加を図るものとする。

３　第２期基本計画の策定にあたり、専門的な立場や幅広い視点から計画全体に対する指導や助言を受

けるため、審議会を設置するものとする。

　（策定時期）

第５条　第２期基本計画の策定期間は、平成 18 年度から 19 年度までの２か年とする。

　（補則）

第６条　この要綱に定めるもののほか、第２期基本計画の策定に関し必要な事項は、別途定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成 18 年５月 30 日から施行する。

1.  浦安市第 2 期基本計画策定要綱
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　（設置）

第１条　本市に、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定により、浦安市基

本計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。

　（任務）

第２条　審議会は、市長の諮問に応じ、市の基本計画の策定に関する事項について調査及び審議を行い、

答申する。

　（組織）

第３条　審議会は、委員 15 人以内をもって組織する。

２　委員は、学識経験者及び関係団体の代表者のうちから、市長が委嘱する。

　（任期）

第４条　委員の任期は、基本計画の策定が完了する日までの期間とする。

　（会長及び副会長）

第５条　審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。

２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

　（会議）

第６条　会長は、審議会の会議を招集し、その議長となる。

２　審議会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。

３　審議会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

　（参考意見等の聴取）

第７条　審議会において必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、参考意見又は説明を聴くこ

とができる。

　（庶務）

第８条　審議会の庶務は、市長公室において処理する。

　（委任）

第９条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、平成 19 年９月１日から施行する。

　（失効）

２　この条例は、基本計画の策定が完了した日にその効力を失う。

2.  浦安市基本計画審議会条例
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学識経験者 ( 会　長 ) 小泉　 允圀（明海大学副学長）

学識経験者 ( 副会長 ) 磯崎　 弘司（了徳寺大学健康科学部理学療法学科長）

学識経験者 奥　　 真美（首都大学東京都市教養学部教授）

学識経験者 奥村　 隆一（㈱三菱総合研究所主任研究員）

学識経験者 佐久間 康富（大阪市立大学大学院工学研究科特任助教）

学識経験者 長島　 啓記（早稲田大学教育・総合科学学術院教授）

関係団体 淡路　 武夫（千葉県総務部市町村課ふさのくに振興室長）

関係団体 川本　 浩二（千葉地方法務局市川支局総務課長）

関係団体
下原　 慶啓（前葛南地域整備センター所長）

鯉渕　 彰　 （葛南地域整備センター所長） （平成 20 年 4 月 1 日～下原氏の後任）

関係団体 中山　 邦文（浦安警察署長）

関係団体 藤井　 孝　  （浦安市立明海南小学校長）

関係団体
本山　 芳男（前市川児童相談所長）

高橋     力 　（市川児童相談所長）（平成 20 年 4 月 1 日～本山氏の後任）

関係団体 柳内　 光子（浦安市商工会議所会頭）

関係団体 吉野　 則子（前浦安市医師会長）

関係団体
渡邉　 義郎（前千葉県市川健康福祉センター長）

児玉 賀洋子（千葉県市川健康福祉センター長）（平成 20 年 4 月 1 日～渡邉氏の後任）

	 	

浦安市基本計画審議会　

会 長　小 泉　允 圀　様

	 　

浦安市第 2 期基本計画について ( 諮問 )

　浦安市基本計画審議会条例第 2 条の規定に基づき、次の事項について諮問します。

１　浦安市第 2 期基本計画に盛り込むべき施策のあり方について

浦 企 第 3 0 2 号

平成 19 年 11 月 30 日

	

浦安市長　松 崎　秀 樹

3.  浦安市基本計画審議会委員名簿

4.  浦安市基本計画審議会への諮問
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浦安市長　松 崎　秀 樹　　様

	 浦安市基本計画審議会

	 会　長　小 泉　允 圀　

浦安市第２期基本計画に盛り込むべき施策のあり方について（答申）

　本審議会は、平成 19 年 11 月 30 日付け浦企第 302 号で貴職からの諮問を受けた標記の件について、

浦安市基本計画審議会条例第２条の規定によりこれまで調査及び審議を行ってきました。

　当審議会では、審議資料をもとに浦安市議会からの指摘や浦安市民会議の提言書、パブリックコメン

トなどの意見を踏まえ、浦安市の将来あるべき姿や今後 10 年間で取り組むべき施策などについて慎重

に審議を重ねてきました。

　その結果、浦安市第２期基本計画に盛り込むべき内容につきましては、概ね適切であると認め、ここ

にその旨を答申します。

　なお、本計画の成案作成にあたっては、以下の事項に十分配慮されることを要望するとともに、本計

画の実現に向けた推進体制を早急に構築し、着実な実施に努めていただきたい。

　１�　市民や地域、行政など多様な主体によるまちづくりを実践するための計画という当初の趣旨を大

切にしながら、協働を常に意識して本計画を推進していくこと。

　２�　本計画の趣旨や内容をわかりやすく市民に周知し、広く市民の理解と協力を求め、協働によるま

ちづくり体制を確立しながら、計画を着実に実行していくこと。

　３�　市民主体の自治の実現を目指し、長期的見通しを持って市民・地域とのさらなる協働に努め、真

に市民が必要とする質の高い公共サービスを提供していける行政経営システムを確立しながら、浦

安市の特性を活かした自治体経営を行っていくこと。

以上

浦 基 審 第 9 号

平 成 20 年 7 月 3 日

5.  浦安市基本計画審議会からの答申
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答申にあたって

　本審議会は、平成 19 年 11 月 30 日付け浦企第 302 号により、市長より浦安市第２期基本計画に盛

り込むべき施策のあり方について諮問を受けました。

　答申にあたり、これまでの審議過程のなかで特に重要視したことや、これから第２期基本計画を市と

して決定し、実行していくにあたって特に留意されたいことについて述べておきます。

　市では、第２期基本計画の策定にあたって、「多様な主体によるまちづくり計画」という策定テーマ

を掲げ、206 名の公募市民や学識経験者、市職員からなる「浦安市民会議」を組織し、約１年間に及

ぶ議論の積み重ねを経て提言書として取りまとめてきました。

　そして、市長から諮問を受けた際、この浦安市民会議の提言を最大限尊重して計画に反映させたいと

の意志の表明があり、本審議会では、策定にあたっての市の考え方や浦安市民会議の取り組みを考慮し、

可能な限り提言内容を取り入れていく努力をしてきました。

　次に、第２期基本計画の執行にあたって、「市民・地域協働」と独自の「自治体経営」の２点を基本

的な考え方として設定したことです。

　答申では、これまでの浦安市のまちづくりを振り返りながら、第２期基本計画を策定するにあたって

の時代認識を述べていますが、それはこれからの時代は、市民が自らの意志と責任のもとに地域の課題・

問題に取り組み、地域の魅力や価値を磨き育んでいく市民自治の実現を目指していく時代であるとの認

識に他なりません。

　さらに、地方分権の流れがこれからも一層進むなか、自律した基礎自治体への転換期にあって、これ

まで以上に市民・地域と行政の協働を進め、今後も安定した高度な行政サービスが提供できる自治体経

営の基礎を早急に築いていく必要があると考えています。

　最後に、これから第２期基本計画及び第１次実施計画がスタートしていきますが、いずれの計画にあっ

てもその進捗状況ついて、この計画づくりに関わってきた方々だけでなく、浦安市民全体に対する説明

責任を果たすべく、適切な対応を取られることを望みます。

平成 20 年７月３日

	 浦安市基本計画審議会

	 会 長　小 泉  允 圀
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　（設置）

第１条　第２期基本計画（以下「基本計画」という。）の策定に当たり、市と市民との協働による計画

作りを推進するため、第２期基本計画策定浦安市民会議（以下「市民会議」という。）を設置する。

　（任務）

第２条　市民会議は、浦安市のまちづくりに関し基本計画に盛り込むべき内容について調査及び研究を

し、市民の立場から市長に提言するものとする。

　（組織）

第３条　市民会議の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

（1）　市内に在住し、在勤し、又は在学する 18 歳以上の者

（2）　学識経験者

（3）　市職員

２　市民会議の委員の任期は、市長が委嘱した日から前条の任務が終了する日までとする。

　（市民委員の公募等）

第４条　前条第１項第１号の規定により委嘱する委員（以下「市民委員」という。）は、公募により選

出する。

２　市民委員は、次のいずれかに該当するときは、離任する。

（1）　前条第１項第１号の要件に該当しなくなったとき。

（2）　市民会議に継続して出席することができなくなったとき。

（3）　市長、市議会議員等の公職の選挙に立候補したとき。

３　市民委員は、無報酬とする。

　（市民会議）

第５条　市民会議は、全体会と分科会で構成する。

２　市民会議は、原則として公開する。

３　市民会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その関係者の意見を聴くことがで

きる。

　（座長及び副座長）

第６条　市民会議に座長及び副座長を置く。

２　座長及び副座長は、市長が指名する。

３　座長は、市民会議を代表し、会務を総理する。

４　副座長は、座長を補佐し、座長が欠けたときは、その職務を代理する。

 

6.  第 2 期基本計画策定浦安市民会議設置要綱
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　（全体会）

第７条　全体会は、座長が招集する。

２　全体会は、市民会議の進め方及びスケジュールの確認、各分科会での議論の内容の確認並びに提言

の最終的取りまとめを行うものとする。

　（リーダー及びサブリーダー）

第８条　各分科会にリーダー及びサブリーダーを置く。

２　リーダー及びサブリーダーは、各分科会に所属する委員の互選によって選出する。

３　リーダーは、分科会を代表し、会務を総理する。

４　サブリーダーは、リーダーを補佐し、リーダーが欠けたときは、その職務を代理する。

　（分科会）

第９条　分科会は、次に掲げる分野ごとに設置する。

（1）　健康・福祉

（2）　教育・生涯学習

（3）　市民活動・交流

（4）　暮らし・環境

（5）　街づくり

（6）　都市経営

２　各分科会は、各分科会のリーダーが招集する。

３　各分科会は、第１項に掲げる分野について検討するものとする。

４　市民会議の委員は、第１項の規定により設置された分科会のいずれか一つに所属するものとする。

　（運営方法）

第 10 条　市民会議の運営方法は、座長が委員に諮って決定するものとする。

２　前項の規定により決定したもののほか、各分科会の運営方法は、各分科会のリーダーがその分科会

に所属する委員に諮って決定するものとする。

　（連絡調整機能）

第 11 条　座長は、市民会議を円滑に運営するとともに、分科会の相互調整など市民会議全体の進行管

理を図るため、連絡調整の場を設けることができる。

　（庶務）

第 12 条　市民会議の庶務は、経営企画部企画政策課において処理する。

　（解散）

第 13 条　市民会議は、第２条の任務が終了したとき、解散する。

　　　附　則

　この要綱は、平成 18 年８月 29 日から施行する。
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市民会議座長　　大杉　覚　（首都大学東京都市教養学部 教授）

○健康・福祉分科会　49 人　（市民委員 41 名　学識委員 4 名　職員委員 4 名）

　・浦安で安心して暮らすグループ

　・浦安で育つ・育てるグループ

　・浦安で活躍するグループ

○教育・生涯学習分科会　47 人　（市民委員 38 名　学識委員 3 名　職員委員 6 名）

　・学校教育グループ

　・生涯学習・生涯スポーツグループ

　・家庭教育・地域教育・青少年の健全育成グループ

○市民活動・交流分科会　47 人　（市民委員 40 名　学識委員 4 名　職員委員 3 名）

　・市民活動の充実グループ

　・地域活動の推進グループ

　・産業振興グループ

○暮らし・環境分科会　36 人　（市民委員 29 名　学識委員 3 名　職員委員 4 名）

　・地球環境・環境保全グループ

　・環境形成（水と緑）グループ

　・都市景観グループ

○街づくり分科会　47 人　（市民委員 42 名　学識委員 2 名　職員委員 3 名）

　・街づくりの方向性グループ

　・市街地整備グループ

　・道路・交通グループ

　・防災対策グループ

○都市経営分科会　20 人　（市民委員 15 名　学識委員 2 名　職員委員 3 名）

　・協働検討グループ

　・行革検討グループ

7.  第 2 期基本計画策定浦安市民会議の構成
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　（設置）

第１条　浦安市第２期基本計画（以下「第２期基本計画」という。) を策定するため、浦安市第２期基

本計画策定要綱第４条第１項の規定により、浦安市第２期基本計画策定本部（以下「策定本部」とい

う。) を設置する。

　（所掌事務）

第２条　策定本部は、次に掲げる事項を所掌する。

（1）　第２期基本計画の決定に関すること。

（2）　その他第２期基本計画の策定に関し必要な事項に関すること。

　（策定本部）

第３条　策定本部は、本部長、副本部長及び委員をもって組織する。

２　本部長は市長とし、副本部長は、経営企画部長をもって充てる。

３　委員は、別表に定める者をもって組織する。

　（本部長及び副本部長）

第４条　本部長は、策定本部を代表し、策定本部を総理する。

２  副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、その職務を

代理する。

　（会議）

第５条　策定本部の会議は、本部長が召集し、その議長となる。

　（部内検討会）

第６条　策定本部に、部内検討会を置く。

２　部内検討会は、浦安市行政組織条例第１条及び浦安市教育委員会組織規則第２条に規定する部並び

に消防本部ごとに設置する。

３　部内検討会は、計画案を策定するため、次の各号に掲げる事務を行う。

（1）　部内検討会は、第２期基本計画策定浦安市民会議（仮称）（以下「市民会議」という。) に提供す

る資料の作成に関すること。

（2）　部内検討会は、市民会議に派遣する職員を支援するための、資料の作成及び調査に関すること。

（3）　部内検討会は、本部長が指示する課題等についての調査・検討及び分野やテーマごとの中・長期

の課題についての調査・検討に関すること。

8.  浦安市第 2 期基本計画策定本部設置要綱
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（4）　市民会議からの提言を受けた計画案の策定及び施策や政策の成果指標についての検討に関するこ

と。

３　部内検討会は、各部の部長、次長及び課長をもって組織する。

４　部内検討会の部会長は、各部の部長とする。

５　策定本部は、部内検討会のほかに、課題に応じて、組織横断的な検討会を設置することができる。

　（ワーキンググループ）

第７条　部内検討会に、ワーキンググループを置く。

２　ワーキンググループは、部内検討会の任務が円滑に推進されるよう、調査・検討及び資料収集等の

必要な作業を行うほか、次の各号に掲げる事務を行う。

（1）　市民会議への職員委員の派遣に関すること。

（2）　課題ごとに庁内関係各課との必要な調整を図ること。

（3）　計画案の起草に関すること。

３　ワーキンググループは、部会長が指名した職員及び庁内公募に応募した職員で組織する。

４　ワーキンググループの班長は、各部の次長とする。

　（資料の提出要求等）

第８条　策定本部は、それぞれの会議において、会議の構成員以外の者に対し、資料の提出や会議への

出席を求めることができる。

　（庶務）

第９条　策定本部の庶務は、経営企画部企画政策課で処理する。

　（補則）

第 10 条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が別に定める。

　　　附　則

この要綱は、平成 18 年５月 30 日から施行する。



360

別紙 ( 第３条第１項 )

副市長

教育長

理事（市長部局担当）、理事（教育委員会担当）

総務部長　市民経済部長　環境部長　保健福祉部長　建設部長　都市整備部長

教育総務部長　生涯学習部長

消防長

経営企画部次長

経営企画部企画政策課長

【第 2 期基本計画の策定体制イメージ】

市民会議

職員参加

第 2 期基本計画策定本部
部内検討会

ワーキンググループ

情報提供・職員派遣

市議会

提言

学識者

市長

計画案作成

第 2 期基本計画審議会

諮問・答申
意見

情報提供

電子会議室

全体会
分科会
調整会議

助言・指導

パブリック
コメント

意見
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9.  第 2 期基本計画策定までの主な取り組み

庁内体制 市民参加 審議会・議会

平成 18 年 5 月 30 日
第１回策定本部会議
策定要綱決定
策定本部設置要綱決定

　　　　　 6 月 2 日～ 14 日
庁内ワーキンググループ
参加職員公募

　　　　　 6 月 11 日 第 1 回浦安市民会議準備会

　　　　　 6 月 18 日 第 2 回浦安市民会議準備会

　　　　　 6 月 25 日

浦安市制 25 周年記念イベ
ント

「2525 フェスティバル」
で市民委員募集

　　　　　 7 月 20 日
第 1 回庁内ワーキンググ
ループ全体会

　　　　　 7 月 1 日～ 21 日
浦安市民会議委員募集
(206 名応募 )

　　　　　 7 月 29 日 第 3 回浦安市民会議準備会

　　　　　 7 月 14 日 第 2 回策定本部会議

　　　　　 8 月 24 日 浦安市民会議学識者懇談会

　　　　　 8 月 29 日 第１回浦安市民会議全体会

　　　　　 8 月 31 日 電子会議室開設

　　　　　 9 月 13 日 第 3 回策定本部会議

　　　　　 9 月 19 日
第 2 回庁内ワーキンググ
ループ全体会

　　　　　 9 月 23 日 第 1 回分科会

　　　　　 9 月 26 日

特別講演会「これからの地
方自治～第 2 期基本計画
の策定に向けて～」　
講師 : 神野直彦東京大学教授

　　　　　 10 月 28 日 第 2 回分科会

　　　　　 11 月 10 日 第 4 回策定本部会議

　　　　　 11 月 25 日 第 3 回分科会

　　　　　 12 月 17 日 第 4 回分科会

平成 19 年 1 月 27 日 第 5 回分科会

　　　　　 2 月 17 日 第 1 回調整会議

　　　　　 2 月 24 日 第 6 回分科会

　　　　　 3 月 17 日 第 7 回分科会

　　　　　 3 月 27 日 都市経営分科会

　　　　　 4 月 14 日 第 8 回分科会

　　　　　 4 月 16 日 第 5 回策定本部会議

　　　　　 4 月 18 日 第 2 回調整会議

　　　　　 5 月 8 日 都市経営分科会

　　　　　 5 月 12 日
第 2 回浦安市民会議全体会
( 中間報告会 )
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庁内体制 市民参加 審議会・議会

平成 19 年 5 月 22 日 第 6 回策定本部会議

　　　　　 6 月 3 日 都市経営分科会

　　　　　 6 月 10 日 都市経営分科会

　　　　　 6 月 13 日 第 4 回調整会議

　　　　　 6 月 23 日 第 10 回分科会

　　　　　 7 月 14 日 都市経営分科会

　　　　　 7 月 21 日 第 11 回分科会

　　　　　 8 月 3 日 第 7 回策定本部会議

　　　　　 8 月 5 日 都市経営分科会

　　　　　 8 月 19 日 都市経営分科会

　　　　　 8 月 25 日 第 12 回分科会

　　　　　 9 月 1 日 浦安市基本計画審議会設置

　　　　　 9 月 8 日 第 3 回浦安市民会議全体会

　　　　　 9 月 29 日
第 4 回浦安市民会議全体会
( 提言報告会 )
提言書提出

　　　　　 10 月 9 日 第 8 回策定本部会議

　　　　　 11 月 17 日 策定状況報告会

　　　　　 11 月 30 日 第 1 回審議会　諮問

　　　　　 12 月 10 日 第 2 回審議会

　　　　　 12 月 26 日 第 3 回審議会

平成 20 年 1 月 18 日 第 4 回審議会

　　　　　 1 月 31 日
第 9 回策定本部会議
第 2 期基本計画（素案）作成

　　　　　 2 月 14 日 市議会全員協議会

　　　　　 2 月 15 日
～ 3 月 6 日

素案に対するパブリックコ
メント実施

　　　　　 2 月 23 日
第 2 期基本計画（素案）の
報告会

　　　　　 2 月 29 日 第 5 回審議会

　　　　　 3 月 18 日 第 6 回審議会

　　　　　 4 月 11 日 第 10 回策定本部会議

　　　　　 4 月 18 日 市議会全員協議会

　　　　　 6 月 5 日 第 11 回策定本部会議

　　　　　 6 月 6 日 第 7 回審議会

　　　　　 7 月 3 日 答申

　　　　　 7 月 11 日
第 12 回策定本部会議
浦安市第 2 期基本計画決定
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　この基本構想は、地方自治法第２条第５項の規定
により、平成 11 年 12 月 17 日に浦安市議会におい
て、議決されたものです。
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第１章　基本構想策定にあたって

１．基本構想の意義

　この基本構想は、浦安市がめざすまちづくりの基本目標や将来都市像を明らかに

するものであり、市民と行政が一体となって計画的にまちづくりを推進していく基

本指針となるものです。

2．基本構想の目標年度と将来人口

　基本構想の目標年度は、2020 年度（平成 32 年度）とします。また、2020 年度

における将来人口は、概ね 16 万人と想定します。

3．時代潮流等の変化への対応

　時代は大きな転換期を迎えています。

　物の豊かさより心の豊かさが重視されるようになっていくなか、個人が自分にあっ

た暮らしを選択できる社会が求められており、男女共同参画社会を実現しようとす

る機運も高まるなど、市民の価値観は大きく変化しています。

　また、少子・高齢化の進行により、家庭や地域社会が大きく変わろうとしており、

高度情報化の進展は、産業経済のみならず個人の生活の質を高めていくものと考え

られます。

　そして、地球規模での環境問題に対する取り組みも活発化しつつあり、国際交流・

協力活動も様々な分野において展開されています。

　さらに、地方分権の流れのなかで、地域が自らの選択と責任のもと、まちづくり

を進めていくことのできるしくみが整いつつあります。

　浦安市では、このような時代潮流等の変化を的確に捉え、積極的にまちづくりを

進めます。
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第 2 章　まちづくりの基本理念

　まちづくりは、様々な人々が生き生きと安心して生活できる地域社会をつくるこ

とであり、また、都市を人間にとって望ましい環境として創造することです。

　このようなことから、まちづくりにあたって次の 3 つのことを基本理念として掲

げ、次代に誇れる「浦安」を築いていきます。

１．人間尊重のまちづくり

　市民一人ひとりの人権が保障され、お互いの個性や価値観などを尊重しながら生

活を営み、また、人々の心のふれあいや、やさしさがあふれる、人間尊重の精神が

まちづくりの基本です。

2．市民と行政が協働するまちづくり

　まちづくりは、市民と行政がともに役割と責任をもって進めていくことが必要で

す。

　市民と行政が協働して、英知を出し合いながら、自分たちの地域社会を生き生き

とした魅力あるものにしていくことがまちづくりの基本です。

3．地域の個性を育むまちづくり

　自らのまちを見つめ直し、地域の特性を広い未来的視野に立って生かし、地域の

個性として育んでいくことがまちづくりの基本です。



第 3 章　まちづくりの基本目標

　浦安の都市としての未来像は、これまでにもまして「個性」が生き、そして「活力」

のあるまちの姿のなかに求められています。

　それは、市民が自主性や創造性を発揮し、個性ある文化をつくり出すことのでき

るまちであり、また、市民の暮らしに多様な選択可能性が広がり、豊かな暮らしを

実現できるまちです。

　このため、市民生活の安全性の確保を基本に、市民の価値観の多様化や少子・高

齢化など時代潮流等の変化に的確に対応し、市民がうるおいを感じられ、安心して

暮らせるゆとりある地域社会の形成をめざします。

　また、自然と調和する快適な住環境や活気とにぎわいのある都心性、魅力あるレ

ジャー性など質の高い様々な都市機能の調和を図り、それらのなかで、誰もが、生

き生きと活動し、ふれあい、文化をつくりだすことのできる、そして、個人が能力

と創造性を十分に発揮することのできる、躍動感にあふれた「個性」と「活力」の

ある都市の形成をめざします。

　この基本構想では、このような考え方に立ち、まちづくりの基本目標を「人が輝

き躍動するまち・浦安」と定め、まちづくりを推進していきます。

367
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第 4 章　都市像

　まちづくりの基本目標を実現するため、長期的な視点に立って 5 つの都市像を設

定します。

1．生き生きと暮らせる心のかよう健康福祉都市

　生涯を通じて、心身ともに健康で、明るく、豊かな生活を送れることは、すべて

の市民の共通の願いです。

　そのため、市民一人ひとりが、家庭や地域社会のなかで、ともに助け合い、支え

合いながら、健康で、安心して生きがいを持って暮らせるまち　－生き生きと暮ら

せる心のかよう健康福祉都市－　をめざします。

2．創造と交流で築く市民文化都市

　市民がその能力を生かし、お互いの価値観を尊重し合いながら、個性を十分に発

揮できる地域社会を築くことが重要です。

　そのため、市民が、ふれあい、相互に交流し、様々な活動を通じて、創造性と個

性が発揮され、はつらつとした生活と活動のできるまち　－創造と交流で築く市民

文化都市－　をめざします。

3．水と緑に囲まれた快適環境都市

　市民が、健康で、文化的な生活を営むためには、環境に配慮した、質の高い生活

空間の創造が重要です。

　そのため、本市唯一の自然資源である水を生かし、緑を守り育てながら、快適で

うるおいのある環境にやさしいまち　－水と緑に囲まれた快適環境都市－　をめざ

します。

4．利便の高い暮らしを支える安全都市

　都市は、快適な市民生活や様々な活動を根幹から支える場でなければなりません。

　そのため、良好な市街地のなかで、災害などから生命と財産が守られ、利便の高い

快適な生活が送れるまち　－利便の高い暮らしを支える安全都市－　をめざします。

5．多様な機能が生み出す魅力あふれる産業都市

　都市の魅力の一つは、活気とにぎわいです。

　そのため、本市の特性を最大限に生かし、レジャー機能や商業、工業、業務機能など、

様々な都市機能を兼ね備えた活力あるまち　－多様な機能が生み出す魅力あふれる

産業都市－　をめざします。
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第 5 章　都市構成の基本的な考え方

　浦安市は、これまでの歴史的形成過程から、古くからの市街地とその周辺の市街

化された元町地域、海面埋立事業により計画的に住宅開発が行われた中町地域、また、

現在計画的に住宅開発が進められている新町地域、そして鉄鋼流通等の工業が集積

されている鉄鋼通り、港、千鳥の工業ゾーンと、レジャーランドを中心とした舞浜

のアーバンリゾートゾーンから構成されています。

　本市が、将来にわたって豊かな市民生活を確保していくためには、これらの地域が、

それぞれの特性を生かしながら、都市として一体性のある均衡のとれた構造として

いかなければなりません。

　このため、浦安・新浦安・舞浜の 3 駅を中心とした都市拠点や市民の生活・文化・

交流拠点の整備・強化を図るとともに、これらの拠点と各地域を有機的に連携する

都市軸の形成を図るなど、魅力と活力のある都市空間の創出をめざします。

　また、各地域を都市の魅力ある構成要素として捉え、特性を生かした整備を進め

ます。

　過密市街地や住・商・工などの機能が混在する元町地域については、安全性や快

適性、景観性の向上を基本に、歴史性や文化性に配慮しながら、諸機能が調和する

活気ある地域として発展を図ります。

　計画的に住宅開発が行われた中町地域については、現土地利用を基本に、良好な

地域環境の維持・保全を図ります。

　現在、計画的に開発が進められて

いる新町地域については、良好な居

住機能を中心に、文化、商業、業務

等の多様な都市機能をもつ、複合機

能のまちづくりをめざします。

　また、工業ゾーンについては、周

辺との調和を基本に、恵まれた立地

条件を生かしながら流通・加工・業

務ゾーンとして形成を図ります。

　アーバンリゾートゾーンについて

は、周辺との調和を図りながら、より

魅力あるゾーンの形成を促進します。
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第 6 章　施策の大綱

　都市像の実現をめざし、個性ある浦安市を創出していくため、施策の大綱を次の

ように定めます。

１　生き生きと暮らせる心のかよう健康福祉都市

(1) 生涯健康づくりを推進する

　市民が、生き生きと充実した生活を送るには、心身の健康を保持し、増進するこ

とが重要です。

　このため、自分の健康は自分で守り、つくることを基本に、医療機関などとの連

携のもと、生涯を通じて健康づくりができる保健医療サービス体制の充実に努めま

す。

(2) やさしさと思いやりのある福祉を推進する

　高齢化の進行や世帯構成が変化するなか、高齢者や障害をもつ人が住み慣れたと

ころで暮らしていけるように、支援することが一層重要になっています。

　また、子どもを取り巻く環境も、少子化の進行や女性の社会進出などにより変化

しており、子どもが健やかに育つための環境づくりが必要となっています。

　このため、すべての市民が、家庭や地域のなかで、生き生きとした生活を送るこ

とができるよう、在宅福祉の推進、児童・子育て家庭への支援など、多様なニーズ

に対応したきめ細かな福祉施策を展開します。

(3) 相互に支え合う福祉の基礎をつくる

　温かい人間関係のなかで、市民の誰もが生き生きと安心して暮らせる福祉社会を

築いていくためには、市民一人ひとりが福祉を自らの問題として捉え、対応してい

くことが求められています。

　このため、福祉に対する市民の理解を深めながら、市民が相互に支え合う地域福

祉を推進します。

　また、まちづくりを高齢者や障害をもつ人の視点から見直し、人にやさしいまち

づくりを推進します。
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2　創造と交流で築く市民文化都市

(1) ふれあいと交流に満ちたまちづくりを進める

　社会が急速に変化し、市民の価値観や暮らしが多様化するなか、市民相互の連帯

感に支えられた、心のふれあいのある地域社会を形成していくことが大切です。

　このため、市民がボランティア活動やコミュニティ活動を通して生き生きとした

人間関係を築き、交流の輪を広げて、地域社会でのふれあいをより豊かなものとす

るよう、様々な交流を促進します。

　また、男女がお互いに尊重し認め合い、ともに社会を築いていけるよう、平等意

識の醸成、様々な分野での共同参画の実現など、男女共同参画社会づくりを進めます。

　さらに、国際交流や国際協力を通じて、国際社会に開かれた地域社会の形成を図

るとともに、平和な社会の実現をめざします。

(2) 創造性と個性を育てる生涯学習を推進する

　市民一人ひとりが生き生きと充実した人生を送るためには、それぞれのライフス

テージにおける自己の研さんと生活の向上をめざした学習活動が求められます。

　また、子どもたちが個性豊かに伸びやかに、育まれていくことが必要です。

　このため、市民が生涯にわたって自由に学び、心豊かな充実した生活を送れるよ

う生涯学習の環境づくりを進めます。

　また、子どもたちが常に希望と活力にあふれ、夢を抱いて成長できるよう、学校、

家庭、地域が一体となり、学校教育、家庭・地域教育の推進、青少年の健全育成を

図るなど、個性を尊重し創造性や豊かな人間性を育む教育を推進します。

(3) 暮らしが広がる情報化を推進する

　情報化は、市民生活における様々な分野へ浸透してきています。

　そして、コンピュータの普及や通信技術の進歩は、家庭などにおいても容易に情

報に接する機会をもたらし、市民生活はますます広がりをもつものと考えられます。

　このため、ＣＡＴＶシステムの高度化などを図りながら、すべての市民が様々な

形で情報を利用できるしくみづくりやふれあいが広がるネットワークづくりなど、

情報環境の整備を推進します。
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3　水と緑に囲まれた快適環境都市

(1) 身近なところから地球環境を保全する

　地球環境問題や都市・生活型公害を解決するためには、環境への負荷の少ない社

会に転換していくことが必要です。

　このため、市民、事業者、行政それぞれの責務のもと、身近な暮らしのなかで、

省資源、省エネルギーに取り組むなど、環境に配慮した地域社会の形成をめざすと

ともに、環境汚染の防止に努めます。

(2) 快適な生活環境を整備する

　快適で安定した日常生活を送るためには、これを支える基盤の整備が不可欠です。

　このため、総合的な廃棄物対策の推進や下水道などの整備を進めるとともに、住

宅環境の変化に対応した住宅対策を推進するなど、快適な生活環境づくりに努めま

す。

(3) 生活にうるおいを与える環境を創造する

　都市化が進行した都市にあって、「水」や「緑」はやすらぎとうるおいのあるまち

づくりに欠かせないものです。

　このため、三方を海や河川で囲まれているという特性を生かし、市民のいこいの

場となる水辺環境の創出に努めるとともに、公園、緑地の整備など、緑の保全と創

出に努めます。

　また、魅力ある都市景観づくりを推進します。

4　利便の高い暮らしを支える安全都市

(1) 秩序ある市街地の整備を進める

　浦安市は、海面埋立事業により計画的に開発されている地域と、旧来からの市街

地を中心に発達してきた地域があり、それぞれが特性を有しています。

　このため、地域の特性を生かしながら、市民が安心して快適に暮らし、住み続け

ることができる、秩序ある市街地の整備を推進します。

　特に、過密市街地については、地区の歴史性や文化性に配慮しながら、安全性と

快適性の向上を基本に再整備を進めます。

　また、日の出、明海、高洲地区については、多様な都市機能が融合する良質な市

街地の形成を図ります。
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(2) 総合的な交通体系を整備する

　道路や公共交通は、市民生活や都市活動を支える重要な基盤です。

　このため、人にやさしい交通環境づくりに配慮しながら、安全で機能的な道路網

の整備や公共交通網の充実、交通の結節機能の強化、駐車対策の推進など、総合的

な交通体系の整備を進めます。

(3) 災害に強く犯罪のない安全な暮らしを実現する

　市民が安心して暮らせるためには、市民の生命、財産が守られる安全で災害に強

いまちづくりが必要です。

　このため、震災や水害など災害に強いまちをめざして、震災対策、排水・治水対

策の推進、消防体制の確立など、総合的な防災対策を推進するとともに、犯罪のな

い明るいまちをめざし、地域ぐるみの防犯体制の充実を図るなど、安全に暮らせる

まちづくりを進めます。

5　多様な機能が生み出す魅力あふれる産業都市

(1) 魅力ある観光・リゾートを振興する

　国際的なレジャー機能を有する舞浜のアーバンリゾートゾーンは、浦安市の魅力

や活力を高める大きな要素となっています。

　このため、地域住民の生活空間との整合を図りながら、舞浜アーバンリゾートゾー

ンの整備を促進するとともに、地域に根ざした観光漁業を振興するなど、魅力ある

観光・リゾートを振興します。

(2) 新しい時代に対応した地域産業を振興する

　情報化、国際化、消費者ニーズの多様化・高度化など産業を取り巻く環境が大き

く変貌しつつあるなかで、地域経済の活力を維持していくことが必要です。

　このため、その主要な担い手である中小企業などの育成や新しい企業活動への支

援、就労環境の向上など、商・工業をはじめとした地域産業を振興します。

(3) まちの活力を支える拠点づくりを進める

　浦安市が東京湾岸ゾーンの魅力ある都市として発展していくためには、３駅周辺

地区がそれぞれの特性を生かしながら、地域の経済活動の核としての役割を担って

いくことが重要です。

　このため、様々な都市機能の導入を図りながら、個性と活力ある３駅周辺地区の

整備を推進します。
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第７章　構想実現のために

　社会環境が大きく変化するなか、社会のしくみが大きな転換期を迎えており、地

方自治体を取り巻く環境も大きく変化してきています。

　このような状況のもと、地域自らが主体性・創造性を発揮し、地域社会の課題を

解決していくことが必要となっています。

　このため、市と市民と議会の三者が一体となって総力を結集するとともに、それ

ぞれがまちづくりの協働の担い手として、責任を自覚し、自らの役割を主体的に果

たすことのできるしくみづくりを進めます。

　また、市政にかかわる情報の公開と提供を積極的に推進し、市民参加の充実を図

ります。

　さらに、常に改革の視点に立って、効率的で効果的な行政サービスの展開を図る

とともに、社会経済情勢の変化や市民ニーズの変化に柔軟に対応した行政サービス

を展開するなど、健全かつ創造的な行財政運営に努めます。

　広域的な取り組みを要する課題について、国、県、他の自治体との役割分担のもと、

強調・連携を基調に問題の解決に努めます。
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